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ヒラメ受精卵のポビドンヨード剤による消毒効果の検討
渡辺研一・太田健吾・高橋　誠
　ヒラメ受精卵のポビドンヨード剤による適正な消毒条
件を調査した。有効ヨウ素濃度 0～ 100 mg/ℓの海水に
5～ 20分間浸漬したところ，5分では対照区のふ化率と
同等であった。生菌数を海水培地を用いて測定したとこ
ろ，25～ 100 mg/ℓの濃度では 5分以上浸漬すると，ほ
とんどの場合で消毒率が 90％を超えるか，検出限界未
満となった。8発生段階の受精卵を有効ヨウ素濃度 50 
mg/ℓの海水に 5分間浸漬したところ，原口閉鎖期でふ
化率が低下した。以上の結果から，ヒラメ受精卵の安全
で効果的な消毒条件は，原口閉鎖期以外の卵を用いて有
効ヨウ素濃度 25～ 100 mg/ℓで 5分間の浸漬であると
考えられた。

栽培技研， 35(2)， 1-4， 2008

エゾアワビ天然個体と放流個体の配偶子放出と発生およ
び稚貝の生残の比較
野呂忠勝・武蔵達也
　岩手県沿岸で 9月に同一漁場から採取したエゾアワビ
天然個体と放流個体の雌雄それぞれ 5個体ずつを用い，
陸上施設で再生産に関する項目について比較した。その
結果，放卵，放精の誘発刺激により全個体が放卵，放精
し，産卵数，受精率，幼生の浮上率と生残率および平均
殻長 6 mmまでの稚貝の生残と成長に，差は認められな
かった。以上の結果，放流後成熟したエゾアワビは，刺
激があれば放卵，放精し，卵と精子は天然個体と同等の
水準で受精し，発生が進むこと，さらに幼生および稚貝
の生残と成長も天然個体由来の幼生および稚貝と同等で
あることが確認された。したがって，放流個体が再生産
に寄与している可能性は高いと考えられる。

栽培技研， 35(2)， 21-24， 2008

炭酸ガスを用いたアワビ類付着珪藻板飼育時のカイアシ
類の除去方法
中牟田　弘典
　アワビ類の種苗生産では，付着珪藻板飼育時にカイア
シ類（以下コペポーダという）が大量に増殖することに
よって，アワビ類の初期餌料となる付着珪藻の不足を招
き問題となっている。そこで，炭酸ガスを通気した海水
への浸漬がコペポーダやエゾアワビ稚貝に及ぼす影響を
調査し，付着珪藻板からコペポーダを効率的に除去する
ための方法を検討した。コペポーダの炭酸ガスに対する
感受性は高く，エゾアワビ稚貝より短時間に行動が抑制
された。一方，エゾアワビ稚貝の生残と行動に及ぼす影
響は小さかった。炭酸ガスを通気した海水にエゾアワビ
稚貝飼育中の付着珪藻板を浸漬し，速やかに海水で洗浄
することにより，コペポーダを効率的に付着珪藻板から
除去することが可能と考えられた。

栽培技研， 35(2)， 15-19， 2008

ブリ受精卵のポビドンヨード剤による消毒の効果の検討

堀田卓朗・佐藤　純・渡辺研一

　ブリ受精卵をポビドンヨード剤で消毒する際の効果的

で安全な処理条件について検討した。モルラ期の卵を，

有効ヨウ素濃度 （以下省略）0，25，50および 100 mg/ℓ
の海水に，0，5，10，15および 20分間浸漬し，ふ化率

と生菌数を調査した。 その結果， 25， 50および 100 mg/ℓ
では 5分間の浸漬であれば，ふ化に及ぼす影響は少ない

と考えられた。 生菌数は 25 mg/ℓ以上， 浸漬時間 5分で

90%以上減少し，消毒効果が確認された。

栽培技研， 35(2)， 11-14， 2008

カンパチとトラフグの筋肉と肝臓における抗生物質の残
留に及ぼす投薬用飼料の影響
渡辺研一・堀田卓朗・飯田貴次
　配合飼料，モイストペレットおよび生餌に，塩酸オキ
シテトラサイクリン（OTC）またはエリスロマイシン
（EM）を，体重 1 kgあたり 50 mg/日の投薬量となるよ
うに添加し，カンパチとトラフグに 5日間（EM）また
は 7日間（OTC）経口投与して，投薬用飼料が抗生物質
の残留に及ぼす影響を調査した。投薬前および投薬終了
の翌日，11，21，31日後の筋肉および肝臓中の OTCま
たは EM濃度を測定したところ，投薬用の飼料の種類が
水産用医薬品の残留性に影響を与える可能性はないもの
と考えられた。

栽培技研， 35(2)， 31-40， 2008

マダラ受精卵のポビドンヨード剤による消毒効果の検討
佐藤　純・堀田卓朗・渡辺研一
　マダラ受精卵のポビドンヨード剤による適切な消毒条
件を検討した。桑実期の卵を，有効ヨウ素濃度 0，25，
50および 100 mg/ℓの海水にそれぞれ 5，10，15および
20分間浸漬し，正常ふ化率と生菌数を調査した。25 
mg/ℓのヨード海水に 5分間浸漬した場合，正常ふ化に
及ぼす影響は少ないと考えられ，生菌数は，同じ条件で
対照区より 94％以上減少し，消毒効果が確認された。
以上のことから，マダラ受精卵のポビドンヨード剤によ
る消毒は，有効ヨウ素濃度 25mg/ℓで 5分間浸漬の条件
で，効果的な消毒が可能と考えられた。

栽培技研， 35(2)， 5-9， 2008

スズキ目魚類に投薬したアンピシリン，オキソリン酸お
よびエリスロマイシンの筋肉における残留状況
渡辺研一・森　広一郎・堀田卓朗・飯田貴次
　4種のスズキ目魚類にアンピシリン（ABPC），オキソ
リン酸（OA）またはエリスロマイシン（EM）を，それ
ぞれ体重 1 kgあたり 20，30，50mg/日の投薬量となる
ように 5，7，5日間経口投与し，その後，5，16，30日
間休薬した。投薬および休薬終了の翌日に筋肉を採取
し，被検薬の濃度を測定した。ABPCではいずれの魚種
も投薬翌日に被検薬は検出されなかったが，OAおよび
EMでは高濃度の被検薬が検出された。しかし，休薬終
了翌日では，いずれも動物用医薬品の残留基準値以下の
残留濃度であった。

栽培技研， 35(2)， 25-30， 2008
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ヒラメ受精卵のポビドンヨード剤による消毒効果の検討

渡辺 研 一＊1・太 田 健 吾＊2・高 橋 　 誠＊2

Disinfection of Fertilized Eggs of Japanese Flounder 
Paralichthys olivaceus with Povidone-Iodine

Ken-ichi Watanabe, Kengo Ohta and Makoto Takahashi

Suitable conditions for disinfection of fertilized eggs of Japanese flounder Paralichthys olivaceus with 
povidone-iodine were investigated. Fertilized eggs were incubated until hatching after exposure to povi-
done-iodine at 0 to 100 mg/ℓ concentrations for 5 to 20 min. Viable bacterial counts of both treated and 
untreated eggs were measured using seawater agar. The hatching rate of treated eggs at 100 mg/ℓ concen-
tration or less for 5 min was almost the same as that of untreated eggs. A decrease of more than 90% was 
observed in viable bacterial counts of eggs treated with povidone-iodine at 25 to 100 mg/ℓ concentrations 
for 5 min. The hatching rate of fertilized eggs at the just closed blastopore stage was significantly different 
from that of fertilized eggs at the 7 other developmental stages. This study concluded that treatment with 25 
to 100 mg/ℓ concentration of povidone-iodine for 5 min is suitable for disinfection of fertilized eggs of 
Japanese flounder, except for eggs that are at the just closed blastopore stage.

＊1 独立行政法人水産総合研究センター養殖研究所病害防除部　(National Research Institute of Aquaculture (NRIA), 

Fisheries Research Agency (FRA), Kamiura, Saiki, Ooita, 879-2602, Japan).
＊2 独立行政法人水産総合研究センター　瀬戸内海区水産研究所 栽培資源部 栽培技術研究室　〒 794-2305　愛媛
県今治市伯方町木浦甲 2780.

2008年 1月 30日受理

　ヒラメ Paralichthys olivaceusは日本全国で 2,500万尾
あまりが放流されているもっとも重要な栽培漁業対象種
の一つである 1）。その種苗生産過程においては，ウイル
ス性表皮増生症やウイルス性神経壊死症（VNN）を始
めとするウイルス性疾病，消化管白濁症やビブリオ病を
始めとする細菌性疾病などが発生し，種苗の安定生産を
阻害する重要な問題となっている 2）。
　中でも VNNは，全世界の 30種を超える魚種での発
生が報告されており 3），シマアジ Pseudocaranx dentex 4），
マ ツ カ ワ Verasper moseri 5）， シ ー バ ス Dicentrarchus 

labrax 6）， マハタ Epinephelus septemfasciatus 7）などでは，
種苗生産過程における VNNの主要感染経路が親魚から
の垂直感染と考えられており，ヒラメでも垂直感染の可
能性は否定できない。魚類の増養殖における垂直感染の
防除対策としては，サケ・マス類でポビドンヨード剤
（以下ヨード剤）を用いた卵消毒が実施されており 8），
ヒラメでもいくつかの卵消毒条件に関する報告があ
る 9，10，11）。しかしながら，これらの報告におけるふ化率

が低下しない浸漬条件は，有効ヨウ素濃度 10 mg/ℓの
海水に 10分の浸漬から 100 mg/ℓに 15分まで様々であ
り，一定の基準が定められていない。また，シマアジ，
マダイ Pagrus major，ホシガレイ Verasper variegatus，ク
エ Epinephelus bruneusなどの海産魚では卵の発生段階に
よりヨード剤に対する感受性が異なる場合があることが
報告されているが 12，13，14），本種における知見は見あたら
ない。
　そこで，ヒラメ受精卵に対するヨード剤を用いた卵消
毒に適した浸漬条件の検討および卵発生段階が異なる受
精卵のヨード剤に対する感受性を明らかとするための試
験を行ったので報告する。

材料と方法

受精卵　試験には，独立行政法人水産総合研究センター
瀬戸内海区水産研究所栽培技術開発センターで，天然魚
および人工生産魚を親魚になるまで養成したヒラメが自
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然産卵した受精卵を用いた。
ふ化に及ぼす影響　桑実期の受精卵を用いてヨード剤に
対する感受性を検討した。試験を，ポビドンヨード製剤
である水産用イソジン液 10％液（明治製菓）をろ過海
水に有効ヨウ素濃度 0，25，50および 100 mg/ℓとなる
ように添加し（以下ヨード海水），いずれの濃度とも 5，
10，15および 20分間浸漬して行った。対照区として，
浸漬を行わない試験区を設けた。桑実期の受精卵 2.5 g

（約 1,500個）を 10× 5cm，深さ 6 cmのポリエチレン
製ネット 4個にとり，所定濃度のヨード海水 30ℓを満
たした水槽に移し， 所定時間揺らした。所定時間経過後， 
ヨード海水から 1個のネットを卵ごと取り出し，ろ過海
水を流水とした水槽に移して 3分間洗浄して，ヨード剤
を洗い流した。洗浄した卵約 200個を，ふ化までの間の
細菌繁殖を防ぐ目的で 5 mg/ℓの濃度となるように硫酸
カナマイシンを添加したろ過海水 1,000 mℓを満たした
ポリエチレン製サンプル瓶に移した。サンプル瓶を，水
温維持と卵同士の付着防止を目的として，ろ過海水の流
水と強曝気を施した 0.5 kℓ容量のポリエチレン水槽に収
容し，ふ化まで管理した。対照区の卵がほとんどふ化し
た時に，すべての区のサンプル瓶にホルマリンを 2％濃
度となるように添加して固定し，後日ふ化状況の確認を
行った。ふ化状況は，40倍とした生物顕微鏡下で未ふ
化卵，死亡卵，ふ化仔魚に分け，それぞれの数を測定し
た。ふ化率をふ化仔魚数 /供試卵数×100で算出した。
対照区と試験区のふ化率を比較することにより，ヒラメ
受精卵に対するヨード剤を用いた受精卵消毒における安
全な浸漬条件を検討した。試験は産卵日の異なる受精卵
を用いて 4回繰り返した。試験期間中の水温は 17℃で
あった。それぞれの桑実期における受精率は 88～ 94％
であった。
消毒効果の検討　ヨード海水への浸漬の前後における，
受精卵の生菌数の減少状況により消毒効果を把握した。
生菌数の測定は，以下の通り行った。上述のヨード海水
への浸漬後，ろ過海水による洗浄を行う前に約 0.1 gの
卵を採取し，2％ペプトン液 1 mℓの入った滅菌ビニー
ル袋にとり，ヨード剤の反応を止めた。卵の 9倍量の滅
菌人工海水を加えて磨砕し，それを原液として 10倍希
釈液列を作製し，海水培地 15）表面に塗抹後 25℃で 5～
7日間培養してコロニー数を測定した。得られた生菌数
から消毒率を（1－試験区の生菌数／対照区の生菌数）
× 100で算出し，消毒効果を比較した。本試験は上述の
ふ化に及ぼす影響の検討に用いた 4ロットのうち 3ロッ
トについて実施した。
受精卵の発生段階ごとの感受性　卵発生段階の違いによ
る受精卵のヨード剤に対する感受性の差を把握するため
に，4ロットの受精卵を用いて試験を実施した。それぞ
れの桑実期における受精率は，85～ 99％であった。受
精卵の発育段階が 2～ 4細胞期，桑実期，嚢胚期，胚体
形成期，原口閉鎖期，クッパー氏胞出現期，クッパー氏

胞の消滅期および心臓拍動の開始期の各段階に達したと
きに，有効ヨウ素濃度 0または 50 mg/ℓのヨード海水
に 5分間ふ化に及ぼす影響を調査した試験と同一の卵密
度となるように浸漬した。対照区として，浸漬を行わな
い試験区を設けた。受精卵約 200個を上述のネットにと
り，600 mℓのヨード海水中で揺らした。浸漬終了後 , 

上述と同様に洗浄・ふ化管理を行い，ふ化率を求めた。
有効ヨウ素濃度の測定　25 mg/ℓのヨード海水を作製
し，作製直後，受精卵を入れずに 20分後および本試験
に用いた浸漬密度の 1，2，4，8倍となるように受精卵
を入れて 20分後にそれぞれ，ヨウ素滴定法（JIS K0102 

33.3改変）16）を用いてヨウ素が中和されるのに要するチ
オ硫酸ナトリウム溶液の滴定量を測定し，本試験条件に
おける有効ヨウ素濃度の減衰状況を調査した。
統計解析　受精卵の発生段階ごとの感受性試験で得られ
たふ化率について，対照区に対する有意性をダネットの
方法を用いて多重比較検定を実施した。浸漬密度と有効
ヨウ素濃度の減衰状況について，作製直後のヨード海水
が中和されるのに要するチオ硫酸ナトリウム溶液の滴定
量に対する割合を算出し，その値を逆正弦変換して
Tukey法を用いて多重比較を行った。
　
結　　　果

　未処理の対照区のふ化率は平均 86％であり，ヨード
剤を含まない海水に 5～ 20分浸漬した試験区の平均ふ
化率は 83～ 85％であった。一方ヨード海水に浸漬した
試験区で 80％以上の平均ふ化率を示したのは，いずれ
の濃度でも 5分間浸漬した場合のみであった（表 1）。
　ヨード剤を含まない海水に浸漬した試験区の消毒率
は，93％を示す場合もあったが，多くの場合は消毒効果
が認められなかった。ヨード海水に浸漬した試験区にお
いては，25 mg/ℓで 5分浸漬した 2回次の場合を除いて，
いずれのロットにおいても生菌数が検出限界未満となる

表 1．  ポビドンヨード剤を用いたヒラメの卵消毒試験における
試験区ごとのふ化率

㎎ /ℓ
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か，消毒率が 90％を超えた（表 2）。
　卵発生段階ごとのヒラメ受精卵のヨード剤に対する感
受性試験では，試験した 8ステージのうち，原口閉鎖期
の卵においてヨード海水に浸漬すると対照区と比較して
有意にふ化率が低下した（p < 0.05）。一方同時期の卵を
ヨード剤を含まない海水に浸漬した場合では，ふ化率に
有意差は認められなかった（p > 0.05）（図 1）。
　受精卵の浸漬密度と有効ヨウ素濃度の減衰状況を調査
したところ，20分間卵を入れずに放置した場合，本試
験における浸漬密度の 1，2，4，8倍とした場合の作製
直後のヨード海水のヨウ素濃度に対する割合は，0.90±
0.02，0.90±0.03，0.92±0.04，0.85±0.04，0.80±0.05

（平均値±標準偏差）であり，本試験条件における有効
ヨウ素濃度は，作製直後の濃度より卵を入れずに放置し
た場合でも有意に低下した（p < 0.05）。また，受精卵の
浸漬密度を 4倍までとした場合には，卵を入れずに放置
した場合と比較して有意差は認められなかった（p > 

0.05）が，8倍とすると有意に低下した（p < 0.05）。

考　　　察

　ヨード剤を含まない海水に 5～ 20分間浸漬した場合
に，ふ化率は対照区と比較して低下しなかったことか
ら，本試験における浸漬法はヒラメ受精卵のふ化に及ぼ
す影響が少ないものと考えられる。ヨード剤を用いた桑
実期のヒラメ受精卵の安全な消毒条件は，有効ヨウ素濃
度 25～ 100 mg/ℓにおいて 5分間以下であったことか
ら，ヨード剤はヒラメ卵のふ化に悪影響を及ぼすと考え
られる。一方，消毒効果が認められる浸漬条件は，一例
の例外はあるものの，有効ヨウ素濃度 25～ 100 mg/ℓ
において 5分間以上であった。また，本試験の浸漬条件
においては，受精卵をヨード海水に浸漬しても，海水に
ヨード剤を溶解することによる有効ヨウ素の減衰以上の
減衰は認められなかった。以上の結果から，25 ～ 100 

mg/ℓの濃度で 5分間ヨード海水に浸漬することにより，
ヒラメ受精卵を安全にかつ効果的に消毒できると考えら
れる。また，卵の浸漬密度を変えて有効ヨウ素濃度の変
化を調査した結果から，ヨウ素濃度を低下させずに浸漬
できる卵密度は本試験条件の 4倍すなわち，1.3 g/ℓ以
下と考えられた。
　ヨード剤を用いてヒラメの卵消毒条件を検討したいく
つかの報告があるが 9，10，11），ふ化率が低下しない浸漬条
件が 50 mg/ℓの海水に 10分間 9），100 mg/ℓの海水に 15

分間 10）もしくは 10 mg/ℓの海水に 10分間 11）浸漬などの
ように本試験結果より長時間の場合がある。この要因の
一つとして，ヨード海水中の有効ヨウ素濃度が低下した
ことが考えられる。本試験で明らかとなったように，受
精卵の収容密度を高くすると有効ヨウ素濃度の減衰が大
きかった。このことから，松田ら 9）や中野・開の例 10）で
は，ヨード海水の有効ヨウ素が大きく減衰していた可能
性が考えられ，ヨード剤を用いて卵消毒を実施する際に
は，受精卵の浸漬密度に十分な注意を払う必要がある。
　本試験結果から，原口が閉鎖する時期のヒラメ受精卵
はヨード剤に対する感受性が高いことが明らかとなっ
た。従って，原口閉鎖期にヨード剤によるヒラメの受精
卵消毒を実施することは避けるべきである。しかし，通
常の卵発生において原口が閉鎖する時期は産卵の翌日で
あり，産卵当日に卵消毒を行うことにより，卵の発生段
階を原因とする受精卵の減耗を防除できるものと考えら
れる。また，シマアジ，マダイおよびホシガレイなどの
海産魚でも，卵の発生段階によりヨード剤に対する感受
性が異なることが報告されている 12，13）。本種の結果も考
え併せると，ヨード剤を用いた卵消毒を実施する際に
は，魚種ごとに適正な消毒処理条件が異なる可能性や，
同一魚種においても受精卵の発生段階などの状態によっ
ては，同一条件で消毒処理を行っても正常ふ化に与える
影響が異なる可能性があることを念頭に置くべきであ

図 1．  50mg/ℓのヨウ素海水とろ過海水にヒラメ卵を 5分浸漬し
た場合の卵発生段階ごとにおけるふ化率

＊(p<0.05)： ダネット法による多重比較の結果，有意差が対照区
に対して認められた場合に示す。 

表 2． ポビドンヨード剤を用いたヒラメの卵消毒試験における消毒率

＊1 消毒率＝（1－試験区の生菌数 /対照区の生菌数）×100
＊2 N.E.は生菌数が浸漬前より増加したことを示す
＊3 Tr.は検出限界未満を示す
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る。
　本報告では有効ヨウ素濃度 25 mg/ℓのヨード海水に 5

分および 10分の浸漬で十分な消毒効果が得られた。一
方佐藤ら 11）は，本種の安全な卵消毒条件が 10 mg/ℓの
濃度で 10分間の浸漬と報告していることから， 10 mg/ℓ
のヨード海水に 5分もしくは 10分浸漬することの消毒
効果を再確認する必要があると考えられる。
　以上のことから，原口閉鎖期以外の卵を用いて，ポビ
ドンヨード剤を用いた 25 ～ 100 mg/ℓのヨウ素を含む
海水に 5分間浸漬することにより，ヒラメ受精卵を安全
かつ効果的に消毒できるものと考えられる。
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マダラ受精卵のポビドンヨード剤による消毒効果の検討

佐藤　純＊1・堀田卓朗＊2・渡辺研一＊1

Disinfection of Fertilized Eggs of Pacific Cod Gadus macrocephalus with 
Povidone-Iodine

Jun Satoh, Takurou Hotta and Ken-ichi Watanabe

Suitable conditions for disinfection of fertilized eggs of Pacific cod Gadus macrocephalus with povi-
done-iodine were investigated. The morula stage eggs were exposed to seawater containing effective iodine 
concentrations of 0, 25, 50, and 100 mg/ℓ for 5, 10, 15, and 20 min, and the normal hatching rates and via-
ble bacterial counts were determined. The normal hatching rates of groups exposed to less than 25 mg/ℓ 
povidone-iodine and with an exposure time of 5 min were almost the same as that of the control group. A 
decrease of more than 93.43% was observed in viable bacterial counts of eggs treated with povidone-iodine 
at concentrations of 25, 50, and 100 mg/ℓ for 5 min or more. Thus, disinfection of fertilized eggs of Pcific 
cod with povidone-iodine was found to be safe and effective at a concentration of 25 mg/ℓ with an expo-
sure time of 5 min. 

＊1 独立行政法人水産総合研究センター養殖研究所病害防除部　〒 879-2602　大分県佐伯市上浦大字津井浦
(National Research Institute of Aquaculture, Fisheries Research Agency, Saiki, Oita879-2602, Japan) 

＊2 独立行政法人水産総合研究センター五島栽培漁業センター

2008年 1月 18日受理

　ウイルス性神経壊死症（viral nervous necrosis: VNN）
は，全世界の 30を超える海産の増養殖対象種に発生も
しくは感染が確認されている宿主範囲の広いウイルス感
染症である 1）。北日本の栽培漁業対象種として期待され
ているマダラ Gadus macrocephalusの種苗生産過程にお
いても VNNの発生が確認され 2），その防除対策の確立
が望まれている。種苗生産過程における VNN の主たる
感染経路がシマアジ Pseudocaranx dentexにおいて詳細
に検討され，採卵に用いる親魚からの垂直的な伝播であ
ると考えられており 3～5），マダラの種苗生産過程におけ
るウイルス性神経壊死症原因ウイルス（nervous necrosis 

virus: NNV）の主たる感染経路も，採卵に用いる天然の
マダラ親魚からの垂直伝播の可能性が疑われている 6 ）。
VNNの防除対策として，ノルウェーのハリバット
Hippoglossus hippoglossusでは，NNVに暴露した受精卵
に対する，オゾン処理したオキシダント残留海水による
受精卵洗浄の VNN防除効果が確認されている 7）。従っ
て，受精卵の洗浄も効果を期待できる手法の一つと考え
られており，いくつかの魚種では防除対策の一環として

取り入れられている 8，9）。また，サケ科魚類ではポビド
ンヨード剤（以下ヨード剤）を用いた受精卵消毒が有効
な垂直伝播の防除対策と考えられている 10）。ヨード剤
に対する受精卵の感受性については，有効ヨウ素濃度や
消毒処理時間に影響されることがいくつかの海産魚介類
でも報告され，安全で効果的な消毒処理法が検討されて
いる魚種もある 11 ～14）。マダラ類の受精卵消毒について
は，大西洋マダラ Gadus morhuaで報告があり，ヨード
剤では，有効ヨウ素濃度 100 mg/ℓで 2分，10分および
20分間浸漬した場合でも，対照区と比較して，ふ化後 7

日目の生残率に大きな差はなかったことや，オゾンによ
るオキシダント海水でも有効オキシダント濃度 2 mg/ℓ
で 1，2および 4分間の浸漬では対照区と変わらない，
ふ化後 7日目の生残率を示したことが報告されている
（www.mbl.edu/aquaculture/nrac/Rob-erts.ppt）。しかし，本
種（太平洋マダラ）においては，ヨード剤による受精卵
消毒方法についての詳細な報告は無い。そこで，異なる
有効ヨウ素濃度と浸漬時間による消毒処理の影響と効果
について調査したので報告する。
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材料と方法

供試卵　受精卵は，富山県氷見市地先の定置網から漁獲
直後のマダラ親魚雌雄各 3個体を用いて，人工授精（雌
雄各 2個体）あるいは自然産卵（雌雄各 1個体）により
得た。 人工授精による採卵は， 2004年 2月 12日に 500ℓ
のろ過海水を満たした 500ℓ水槽に 1個体の雄から精液
を海水が白濁する程度まで搾出し，その後採卵可能と判
断された雌 1個体を当該水槽に収容し，腹部を軽く圧迫
して卵を搾出して行った。なお，この方法の採卵を異な
る 2ペアの親魚について別々に行った。自然産卵による
採卵は，2004年 2月 17日にろ過海水を満たした 250ℓ
水槽に採卵・採精可能と判断された雌雄を収容し，経過
観察している間に，自発的に産卵したものから行った。
得られた受精卵は，個体毎に異なるハッチングジャー
（田中三次郎商店）に収容し，流水管理した。試験には，
受精後 24～ 32時間経過し，桑実期に達したものを用い
た。桑実期における受精卵の受精率は，人工授精では
97.9％（ロット A）および 78.0（ロット B）， 自然産卵で
は、96.2％（ロット C）であった。試験期間中の水温は
9.4～ 10.8℃であった。
ヨード海水への浸漬法　ポビドンヨード製剤である水産
用イソジン 10％液（明治製菓）をろ過海水に有効ヨウ
素濃度 0，25，50 および 100 mg/ℓとなるように添加し
（以下ヨード海水），いずれの濃度ともそれぞれ 5，10，
15および 20分間浸漬した。無処理の対照区として，ヨ
ード海水に浸漬を行わない区を設けた。桑実期の受精卵
5 g （約 5,000個）を，市販の観賞魚飼育用のネット（縦
5 cm，横 10 cmおよび深さ 6 cm） 4個に取り，所定の濃
度のヨード海水 60ℓを満たした水槽に移し，それぞれ
の濃度において所定時間揺らした。所定時間経過後，ヨ
ード海水から 1個のネットを卵ごと取り出し，ろ過海水
の水槽に移して 3分間の流水による洗浄を行った。
卵管理とふ化の観察　洗浄した卵は，ふ化までの間の細
菌繁殖を防ぐ目的で 5 mg/ℓの濃度となるように硫酸カ
ナマイシンを添加したろ過海水 1,000 mℓを満たしたポ
リエチレン製サンプル瓶に移した。サンプル瓶の水温維
持と卵同士の付着防止を目的として，ろ過海水の流水と
強曝気を施したポリカーボネート製 500ℓ容量の水槽に
収容し，ふ化させた。無処理対照区の卵がほとんどふ化
したときに，すべての試験区のふ化の確認を行った。ふ
化が確認されたサンプル瓶には，ふ化率の確認を行うた
めに m-アミノ安息香酸エチルメタンスルホン酸塩を
24.5 mg/ℓとなるように添加してふ化仔魚に麻酔を施し
た後，生物顕微鏡下（× 40）で未ふ化卵，死亡卵，ふ
化仔魚，奇形仔魚および死亡仔魚の数を測定した。正常
ふ化率は，ふ化仔魚数 /供試卵数× 100で算出した。
生菌数の測定　受精卵は，前出のロット Bと 2004年 2

月 9日および 2月 17日に自然産卵（採卵方法は前出と
同じ）によって得られたロット Dおよび Eを供試した。

生菌数の測定は，ヨード海水へ浸漬後，所定時間経過直
後，すなわちろ過海水での流水洗浄を行う直前に 0.1 g 

程度を滅菌した薬匙で採取し，1 mℓの 2％ペプトン液
（塩化ナトリウム 15 g，ペプトン 20 g，蒸留水 1,000 mℓ，
高圧蒸気滅菌）の入ったストマッカー（オルガノ）の袋
に入れて，ヨード剤の反応を止めた。氷温で保管したこ
れらのサンプルを実験室に持ち帰り，9倍量の 75％人工
海水（塩化ナトリウム 30 g，塩化カリウム 0.7 g，硫酸
マグネシウム 7水和物 5.3 g，塩化マグネシウム 6水和
物 10.8 g，硫酸カルシウム 2水和物 1.3 g，蒸留水 1,000 

mℓ， 高圧蒸気滅菌前に pH=7.8に調整）を加えて磨砕し， 
海水培地（ポリペプトン 5 g，肉エキス 1 g，プロテオー
スペプトン 1 g，寒天 15 g，酵母エキス 1 g，Herbst’s人
工海水 750 mℓ，蒸留水 250 mℓ，高圧蒸気滅菌前に
pH=7.8に調整）表面に塗抹後 20℃で 5日間培養してコ
ロニー数を測定した。本法による生菌数の検出限界は
100.70 CFU/gである。検出限界以下の場合には便宜的に
この値を生菌数とした。消毒率は，（1－各濃度のヨード
海水に所定時間浸漬時の生菌数 /ヨード剤を含まない海
水に所定時間浸漬時の生菌数）×100で算出した。
有効ヨウ素濃度の測定と減衰　消毒処理時のヨード海水
中の有効ヨウ素濃度の減衰状況に及ぼす影響を調査し
た。有効ヨウ素濃度 25 mg/ℓとなるように調整したヨ
ード海水と，今回の試験で実施した 0.33 g/ℓの密度と
なるように受精卵を入れ，20分間浸漬した場合の有効
ヨウ素濃度を，JISk0102工場排水試験方法 33.3残留塩
素を改変した滴定法で測定した 15） 。有効ヨウ素濃度 I2
（mg/ℓ）は， 1/1,000Nチオ硫酸ナトリウムによる滴定値
（mℓ）× f× 0.1269× 1,000/Vの計算式で求めた。fは，
1/1,000 Nチオ硫酸ナトリウムのファクター （f =0.9057）， 
V は，滴定に供試したサンプル液の量（50 mℓ）とした。
同じ方法で，合計で 3回以上の測定を行った。
統計解析　ふ化率の比較においては，供試受精卵のロッ
トごとおよび濃度ごとにヨード剤を含む海水に浸漬した
区とヨード剤を含まない海水に同時間浸漬した時のふ化
仔魚数とそれ以外（供試卵数－ふ化仔魚数）の数値を用
いて x二乗検定を行った。ヨード剤を含まない海水に同
時間浸漬した時のふ化率と有意差が認められたときに，
ふ化に影響を及ぼしたと判定した。
　有効ヨウ素濃度の減衰については，イニシャルの有効
ヨウ素濃度と受精卵を入れた場合の 20分後の有効ヨウ
素濃度を Student’s t-検定で比較し，検討した。

結果および考察

ふ化に及ぼす影響　ロット A，Bおよび Cの無処理対
照区の正常ふ化率は，それぞれ，62.1，73.2 および 82.8 

％であった（表 1）。ヨード剤を含まない海水に 5，10 ，
15 および 20 分間浸漬した場合の正常ふ化率は，ロット
Aでは，それぞれ 67.3 ，60.8，42.4 および 49.1％，ロッ
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ト Bでは，74.0，75.7，68.5 および 64.4％，ロット Cで
は，81.7，91.5，79.4 および 71.4％であった。ロット C

の受精卵を供した試験では，有効ヨウ素濃度 25 および
50 mg/ℓのヨード海水に 5分間浸漬した場合には，それ
ぞれ 78.4 および 78.2％のふ化率となり，ヨード剤を含
まない海水に浸漬した場合と比較して有意差は確認され
ず，正常なふ化に与える影響は少ないと考えられた。さ
らに，有効ヨウ素濃 100 mg/ℓ で 5分間の処理でも 71.5 

％とヨード剤を含まない海水に浸漬した場合と比較して
大きなふ化率の低下は確認されなかった。一方，何れの
濃度においても 10分間以上浸漬した場合には，有意差
（p＜ 0.05 ）が確認された。以上のことから，自然産卵
によって得られた受精卵では，25 mg/ℓのヨード海水に
マダラ卵を 10 分以上浸漬すると，正常ふ化に影響を及
ぼす可能性があると考えられた。ロット Aの受精卵を
供した試験では，有効ヨウ素濃度 25 mg/ℓのヨード海
水に 5分間浸漬した場合には，54.9％のふ化率となり，
ヨード剤を含まない海水に浸漬した場合と比較して有意
差は確認されなかった。しかし，10分以上の浸漬また
は，有効ヨウ素濃度 50 mg/ℓ以上のヨード海水に浸漬

した場合には，有意に正常ふ化率が低下した。ロット B

の受精卵では，何れの条件でもヨード剤を含まない海水
に浸漬した場合のふ化率より有意に低下した。しかし，
有効ヨウ素濃度 25 から 100 mg/ℓで 5分間の処理であ
れば，正常ふ化率が 53.9～ 58.8％と比較的高く，種苗
生産に供試可能なふ化仔魚を得ることが可能と考えられ
た。
　以上の結果を総合して考察すると，ヨード剤を用いて
マダラ受精卵を消毒する場合に正常ふ化率に与える影響
が少ない浸漬条件として，人工授精より得られた受精卵
では，有効ヨウ素濃度 25 mg/ℓで 5分間，自然産卵に
より得られた受精卵では，有効ヨウ素濃度 100 mg/ℓで
5分間以内が望ましいと考えられた。従って，採卵方法
に関係なく何れのロットとも有効ヨウ素濃度 25～ 100 

mg/ℓにおいては，10 分間以上の浸漬で正常ふ化に与え
る影響が大きくなる可能性が確認された。
　大西洋マダラでは，有効ヨウ素濃度 100 mg/ℓに 2，
10 および 20 分間浸漬した場合のふ化率が，それぞれ，
93，92 および 81％（対照区 90％）と報告されており，
本報告における太平洋マダラ受精卵のヨード剤に対する

表 1．  マダラ受精卵の正常ふ化率（％）に及ぼすポビドンヨード剤の影響

（㎎/ℓ）



― ―8

感受性とはかなり異なった。大西洋マダラの報告におけ
る詳細な消毒処理法は不明であるが，大西洋マダラと太
平洋マダラの受精卵のヨード剤処理に対する耐性は大き
く異なる可能性がある。
　Arimoto et al. 16）は，シマアジのウイルス性神経壊死症
原因ウイルスである SJNNV （striped jack nervous necrosis 

virus） が，有効ヨウ素濃度 50 mg/ℓで 10 分間の処理に
より不活化することを確認している。しかしながらマダ
ラ受精卵では，有効ヨウ素濃度 50 mg/ℓの 10 分間の浸
漬条件は，正常ふ化率が有意に低下したことから必ずし

も安全ではないと考えられる。従って，自然産卵により
得られた受精卵では，実用的なふ化率が得られる有効ヨ
ウ素濃度 100 mg/ℓで 5分間浸漬することにより，VNN 

ウイルスの不活化も期待できる可能性がある。本報告
で，採卵方法の違いによりヨード剤を用いた受精卵消毒
が正常ふ化に影響を及ぼす可能性が示唆された。従っ
て，実際にヨード剤による受精卵消毒を実施する際は，
採卵時に起こる何らかの卵質に及ぼす影響にも留意する
必要があると考えられた。これらの点を考慮すると，マ
ダラ受精卵のヨード剤を用いた受精卵消毒においては，
有効ヨウ素濃度 25 mg/ℓで 5分間以内の消毒処理がふ
化に及ぼす影響を最小限にできると考えられた。
生菌数に及ぼす影響　受精卵表面の生菌数の測定の結
果，供試した受精卵の何れのロットにおいても各有効ヨ
ウ素濃度の 20分以上の処理条件では，生菌数が検出限
界以下まで減少し，十分な消毒効果が得られることを確
認した。ふ化に及ぼす影響を最小限にできる消毒処理条
件と考えられる有効ヨウ素濃度 25 mg/ℓの 5分間の浸
漬条件でもヨード剤を含まない海水に 5分間浸漬した場
合に比較して，消毒率が 94.34％以上（94.34～ 99.87％）
となり（図 1），人工授精および自然産卵の採卵方法に
関係なく効果的な消毒が期待できると考えられた。
有効ヨウ素濃度の測定と減衰　本試験での有効ヨウ素濃
度の減衰状況について検討した。その結果，有効ヨウ素
濃度 25 mg/ℓとして作製した場合のイニシャルの有効
ヨウ素濃度は 22.3±0.21 mg/ℓ，今回の試験で実施した
0.33 g/ℓの受精卵の密度で浸漬した場合の 20分後では
22.1±0.67 mg/ℓと大きな差はなく，統計的な有意差も
認められなかったことから，この消毒条件では，ヨウ素
濃度の減衰は起こっていなかったものと考えられた。
　以上の結果から，供試する受精卵の卵質に影響を及ぼ
す採卵方法の違い等に留意する必要があるが，25 mg/ℓ
のヨウ素を含む海水に，桑実期のマダラ受精卵を 5分間
浸漬することで，ふ化率に与える影響が少なく，かつ効
果的な卵消毒が実施できると考えられた。
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ブリ受精卵のポビドンヨード剤による消毒の効果の検討

堀田卓朗＊1・佐藤　純＊2・渡辺研一＊2

　

Disinfection of  Fertilized Eggs of  Yellowtail Seriola quinqueradiata with 
Povidone-Iodine

Takurou Hotta, Jun Satoh and Ken-ichi Watanabe

　A suitable method for disinfection of fertilized eggs of yellowtail Seriola quinqueradiata with povi-
done-iodine was studied. The fertilized eggs (morula stage) were exposed to povidone-iodine at 0 to 100 
mg/ℓ concentrations for 0 to 20 min, and the eggs were incubated until hatching. The number of viable 
bacteria on eggs was measured after treatment. The hatching rate of eggs treated with 25 mg/ℓ povidone-
iodine for 5 min was almost the same as that of untreated eggs. A decrease of more than 90% was observed 
in viable bacterial counts of eggs treated with povidone-iodine at 25 mg/ℓ for 5 min. Thus, treatment with 
povidone-iodine at 25 mg/ℓ (concentration) for 5 min (exposure time) is suitable for disinfection of fertil-
ized eggs of yellowtail.

＊ 1 独立行政法人水産総合研究センター五島栽培漁業センター　〒 853-0508長崎県五島市玉之浦町布浦 122-7（Goto 

Station, National Center for Stock Enhancement, Fisheries Research Agency, 122-7 Nunoura, Tamanoura, Goto, Nagasaki, 

853-0508, Japan）
＊ 2 独立行政法人水産総合研究センター 養殖研究所 病害防除部 種苗期疾病研究グループ 　〒 879-2602　大分県佐
伯市上浦大字津井浦

2008年 2月 4日受理

　ブリ Seriola quinqueradiataは，海産養殖魚において，
最も生産量の多い魚種である。しかし，その種苗の全て
を天然魚に依存しており，天然魚の好不漁によって種苗
の価格が変動し，養殖経営を不安定なものとしている。
そこで，人工種苗を生産する技術開発がいくつかの機関
で行われている 1-4）。飼育下のブリの仔魚期および稚魚
期には様々な疾病の発生が確認されている 5）。特にウイ
ルス性腹水症は親魚からふ化仔魚への垂直伝播が感染経
路と考えられている 6）。また，天然ブリ稚魚は採捕され
る段階で既にウイルスに感染している場合のあることが
わかっており 7），天然魚を採卵親魚とする限り，得られ
た卵がウイルス性腹水症の原因ウイルスに汚染されてい
る可能性を否定できない。このように垂直感染が疑われ
ている疾病の有効な防除対策の一つとして卵消毒が行わ
れており，サケ科魚類の伝染性造血器壊死症 8）やクル
マエビ Penaeus japonicus の急性ウイルス血症 9,10） ではポ
ビドンヨード，シマアジ Pseudocaranx dentex 11） やマツ
カワ Verasper moseri 12） のウイルス性神経壊死症ではオ

キシダント海水が用いられている。独立行政法人水産総
合研究センターでは，種苗生産過程における垂直感染防
除に有効とされている受精卵消毒について，ポビドンヨ
ード剤（以下，ヨード剤）が海産魚介類の受精卵のふ化
に及ぼす影響と消毒効果を，目ごとに対象種を選定して
調査している。そこで，スズキ目の代表種としてブリに
関する知見を得たので報告する。

材料と方法

供試卵　試験に供試した受精卵は，独立行政法人　水産
総合研究センター五島栽培漁業センター，同古満目栽培
漁業センター（現養殖研究所栽培技術開発センター古満
目分場）において 1～ 3年間養成した 3から 4歳の親魚
にヒト胎盤性生殖腺刺激ホルモン（HCG）を投与し，
自然産卵または人工授精により得た。試験は受精から約
6時間経過したモルラ期の卵 3ロットを用いて行った。
それぞれのモルラ期の受精率は 86.2，98.6，96.1％であ
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った。採卵から卵消毒およびふ化までは水温を 20℃に
保った。
消毒条件および方法　試験は，水産用イソジン 10％液
（明治製菓）を水温 20℃のろ過海水に計算上，有効ヨウ
素濃度が 0，25，50および 100mg/ℓとなるように添加
し（以下ヨード海水），いずれの濃度とも 5，10，15お
よび 20分間浸漬して行った。また，無処理の対照区を
設けた。ヨード海水への浸漬は，縦 10cm，横 7cm，深
さ 6cmのネット（ナイロン製，目合い 0.5mm）にモル
ラ期の受精卵約 2.5g（およそ 2500粒）をとり，ヨード
海水 7.5ℓを満たした水槽に移し，卵全体に消毒液が行
き渡るように所定時間ゆっくり，ネットを揺らした。
ふ化の確認　ヨード海水に所定時間浸漬した後，ネット
ごとろ過海水を流水とした水槽に移して 3分間洗浄し
た。洗浄した卵は，ろ過海水 500㎖の入った蓋付きプラ
スチック瓶（広口 T型瓶，アズワン）に，200粒を収容
した。なお，用いたろ過海水には，ふ化までの間の細菌
繁殖を防ぐ目的で，カナマイシン硫酸塩（ナカライテス
ク）を 5mg/ℓとなるように添加した。卵を収容したプ
ラスチック瓶は，水温維持と卵同士の付着防止を目的と
して，20℃に調温したろ過海水の流水と強曝気を施した
0.5または 1㎘水槽に収容し，ふ化まで管理した。無処
理の対照区の卵がほとんどふ化した時点で，すべての試
験区のふ化の確認を行った。ふ化の確認は，ホルマリン
1.5㎖を添加して仔魚等を固定，もしくは m-アミノ安
息香酸エチルメタンスルホネート（ナカライ）を
25mg/ℓとなるように添加して麻酔を施し，実態顕微鏡
下にて行った。ふ化仔魚，卵内で胚が確認できふ化直前
まで発生が進んだと思われる未ふ化卵，および死亡卵の
数を測定し，それぞれの割合を算出した。
生菌数の測定　ヨード海水への浸漬が終了した卵約 0.1

～ 0.2gを，滅菌 2％ペプトン水（1.5％ NaCl加）1㎖を
入れた滅菌処理済の強化ポリエチレンの袋（ストマッカ
ー用ポリ袋；オルガノ）に取り，ヨード剤の反応を止め
た 12）。これに卵の 9倍量となるように滅菌した Herbst

の人工海水 13）を加えて磨砕し，それを原液として 10倍
希釈液列を作製し，海水培地平板表面 14） に塗抹して 25

℃で 5日間好気的に培養して出現コロニー数から生菌数
を算出した。以下の式により，消毒率を算出した。
消毒率 = ｛1 -（試験区の生菌数）/（対照区の生菌数）｝×100
有効ヨウ素濃度の測定　有効ヨウ素濃度が計算上
25 mg/ℓとなるように，ヨード剤をろ過海水に溶解し，
溶解直後，溶解後受精卵を入れずに 20分経過後，本試
験と同じ 1リットルあたり約 0.33g（以下 基準量），そ
の 2倍，4倍および 8倍量となるように受精卵を入れて
20分後に，それぞれの有効ヨウ素濃度をヨウ素滴定
法 15）にて測定し，本試験条件における有効ヨウ素濃度
の減衰を調査した。溶解直後と各条件との平均値の差の
検定には t -検定を用いた。

結　　果

ふ化に及ぼす影響　ふ化率等の値を表１に示した。1回
次のふ化率は，対照区が 68.8％，有効ヨウ素濃度
0 mg/ℓ， 浸 漬 時 間 5，10，15 お よ び 20 分 は 80.1，
80.3，79.2および 84.7％であった。25mg/ℓでは 75.5，
66.0，28.1および 8.3％であり，浸漬時間が長くなるに
つれ低下する傾向を示し，15分を越えると大きく低下
した。50および 100mg/ℓにおいても同様の傾向であっ
た。未ふ化卵率は 0 mg/ℓでは 0から 3.2％であった。
25，50および 100mg/ℓでは，いずれの濃度も 5分で数
%，10分で 10％を超え，その後は浸漬時間が長くなる

表 1.　ポビドンヨード剤によるブリの受精卵消毒におけるふ化率，未ふ化率，死亡卵率
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につれ上昇する傾向にあった。100 mg/ℓ，20分では死
亡卵率が 59.8％と他の消毒条件と比べて高い値を示し
た。2回次のふ化率は，対照区は 90.0％，有効ヨウ素濃
度 0 mg/ℓでは 83.4，82.9，85.1および 86.9％であった。
25mg/ℓでは 88.9％，80.3％，72.1％，68.8％であり，1
回次同様，浸漬時間が長くなるにつれ低下する傾向にあ
り，50および 100mg/ℓも同様であった。未ふ化卵率は，
0 mg/ℓでは 0から 0.5％であった。25，50 mg/ℓでは 15

分以上，100 mg/ℓでは 10分以上では 10%を超え，1回
次同様，浸漬時間が長くなるにつれ上昇する傾向にあっ
た。3 回次は，対照区は 69.4％，有効ヨウ素濃度
0 mg/ℓでは 78.5，78.6，71.6および 68.0％であった。
25mg/ℓでは 51.5％，62.6％，3.6％，3.0％であり 15分
以上，50および 100mg/ℓでは 10分以上で大きく低下
した。未ふ化卵率は，0 mg/ℓでは 2.8から 6.0％であっ
た。25 mg/ℓでは 21.6，22.0，73.7および 79.9％と 15

分以上，50および 100 mg/ℓでは 10分以上で大きく上
昇した。100 mg/ℓ，20分では死亡卵率が 57.1％と他の
消毒条件と比べて明らかに高い値を示した。
消毒効果　生菌数および消毒率を表 2に示した。有効ヨ
ウ素濃度 0 mg/ℓの生菌数は 103～ 104CFU/gのオーダー，
消毒率は 90％未満もしくは効果なしであった。一方，
ヨード剤を用いた場合の生菌数は殆どで 102CFU/gから
検出限界以下，消毒率は殆どで 90％以上であったが，2
回次の 50mg/ℓに 10分浸漬した区では，消毒率が 11％
と効果は低かった。

量では，17.2± 3.9，15.3± 3.2，12.8± 3.9mg/ℓであ
り，卵量が増えると有効ヨウ素濃度は減少する傾向にあ
った。いずれの条件においても溶解直後と統計的有意差
が認められた。

考　　察

ふ化に及ぼす影響　無処理の対照区と有効ヨウ素濃度
0 mg/ℓでは，いずれの浸漬時間もふ化率，未ふ化卵率
に大きな差は無く，今回行った卵へのハンドリングは，
ブリ受精卵のふ化に影響を及ぼすものではないと考えら
れた。ヨード海水に浸漬した場合は，各回次とも浸漬時
間が長くなるにつれ，ふ化率が低下し，その代わりに未
ふ化卵率が上昇する傾向にあり，トラフグ Takifugu 

rubripes 16），ハモ Muraenesox cinereus 17）においても同様
の傾向が観察されている。ヒラメ Paralichthys olivaceus

の受精卵をオゾン曝露海水に浸漬すると，ふ化腺の発達
や卵膜の分解酵素の分泌は正常であったが，オゾン曝露
海水の影響により卵膜の構造が変性し，未孵化生残卵が
発生する 18） と報告されている。今回のブリ受精卵をヨ
ード海水に浸漬して生じた未ふ化卵についても，似たよ
うな現象によるものと推察され，浸漬時間長くなるにつ
れ，卵膜の構造がより変性した結果，未ふ化卵率が増え
たと考えられた。また，１および 3回次の 100 mg/ℓ，
20分では，他の条件と比べて死亡率が高かった，これ
は高濃度，長時間の浸漬した結果，卵発生そのものに影
響を及ぼしたと考えられた。試験回次ごとにふ化への影
響が小さいと思われる条件は，1回次はいずれの濃度も
5分，2回次は 25 および 50 mg/ℓでは 10分まで，100 
mg/ℓでは 5分であると考えられた。3回次は，25およ
び 50 mg/ℓ，5分の未ふ化卵率が 0 mg/ℓと比べて高い
値を示したが， 25 mg/ℓでは 10分まで，50および 100 

mg/ℓでは 5分はふ化への影響は比較的小さいと考えら
れ，試験回次によって異なる結果であった。シマアジ
Pseudocaranx dentex 19），マダイ Pagrus major 20），オニオ

有効ヨウ素濃度　有効ヨウ素濃度の測定の結果を表 3に
示した。海水に溶解直後は 21.5± 2.8mg/ℓであった。
卵を入れず 20分経過した場合は 19.4± 2.9mg/ℓ，卵を
基準量入れた場合は 17.6± 3.0mg/ℓ，2，４および 8倍

表 2.　 ポビドンヨード剤によるブリの受精卵消毒における生菌
数および消毒率

表 3.　 ポビドンヨード剤によるブリの受精卵消毒における有効
ヨウ素濃度（実測値）

p p

（㎎/ℓ）

ℓ
ℓ
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コゼ Inimicus japonicus 21）では，受精率や採卵時期によ
っては，同じ条件で消毒してもふ化に与える影響が異な
っていることが報告されている。今回，試験に用いた卵
は受精率が異なっているだけでなく，採卵親魚も異なっ
ている。すなわち，卵の質が異なっており，そのことが
同じ条件で消毒しているにもかかわらず，結果に差を生
じさせたと推察された。以上の結果から，ふ化への影響
を最小限にする条件は有効ヨウ素濃度 25 から
100mg/ℓ，浸漬時間 5分以内であると考えられた。
消毒効果　0 mg/ℓの試験区では，消毒効果が認められ
なかったのに対して，ヨード剤を含む海水に浸漬した試
験区の多くでは，消毒率 90％以上であった。90％に満
たない例も認められたが，同一回次・同一濃度で浸漬時
間が短い条件でも消毒率が高かったこと，他の回次の同
一条件では消毒率が高かったことを考え合わせると，死
卵などが混入して生菌数が多く測定された異常値の可能
性が考えられる。少なくとも，有効ヨウ素濃度 25mg/ℓ，
浸漬時間 5分以上であれば，生菌数を 90%以上減少さ
せることが出来ると考えられた。
有効ヨウ素濃度の測定　計算上，有効ヨウ素濃度
25mg/ℓとなるようにヨード剤を海水に溶解したが，実
際の値は 21.5± 2.8mg/ℓと設定値より低かった。また，
溶解からの時間経過および卵量が増えるにつれ，有効ヨ
ウ素濃度は減少する傾向にあった。ヨード剤は海水中で
有効ヨウ素が低下すること 22），有機物量が多い海水で
は著しく消費されること 19）が知られており，用いる海
水によっては卵を浸漬する前に著しく低下している可能
性も考えられるので，消毒にはできるだけ清浄な海水を
用いる必要があるだろう。また，受精卵も有効ヨウ素濃
度を低下させる要因であることから，今後は有効ヨウ素
濃度が維持しつつ，大量の受精卵を処理する手法を開発
する必要がある。
　以上の結果から，ポビドンヨード剤を用いてブリ受精
卵を安全かつ効果的に消毒する条件は，有効ヨウ素濃度
25から 100mg/ℓ，浸漬時間 5分であり，これらの条件
では消毒率 90％以上が期待できると考えられた。 
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炭酸ガスを用いたアワビ類付着珪藻板飼育時の
カイアシ類の除去方法

中牟田弘典＊1

A Novel Method of Eliminating Copepods on Attached Diatoms Collection 
Plates During the Artificial Mass Production of  Juvenile Abalones

Hironori Nakamuta
 

A major problem encountered during the artificial mass production of juvenile abalones by using at-
tached diatoms collection plates is the feeding of attached diatoms by parasitic copepods. Therefore, we in-
vestigated a suitable method to eliminate parasitic copepods from attached diatoms collection plates by at-
tempting to promote the proliferation of attached diatoms by soaking the plates in carbon dioxide (CO2)-
enriched seawater. In addition, we investigated the influence of soaking in CO2 -enriched seawater on 
parasitic copepods and juvenile abalones. Soaking in CO2 -enriched seawater affected parasitic copepods 
earlier than juvenile abalones. Furthermore, we could efficiently eliminate parasitic copepods from attached 
diatoms collection plates by washing the plates with seawater immediately after soaking in CO2 -enriched 
seawater.

＊1 佐賀県玄海水産振興センター　〒 847-0401　佐賀県唐津市唐房 6丁目 4948-9（Saga Prefectural Genkai Fisheries 

Research And Development Center, 6-4948-9, Toubou, Karatsu, Saga, 847-0821, Japan）．
＊1 現　佐賀県水産課（佐賀県玄海町産業振興課出向中）
＊2 2007年 7, 11月の付着珪藻板に増殖したコペポーダは，いずれもシオダマリミジンコ（Tigriopus japonicus）1種
のみであった（野田未発表）。

2008年 1月 24日受理

　アワビ類，マナマコ （Apostichopus japonicus），ウニ類
の種苗生産では，付着珪藻を繁茂させた塩化ビニール製
等の波板（以下付着珪藻板という）を用いて初期飼育
（以下付着珪藻板飼育という）を行っている 1，2，3）が，付
着珪藻板にカイアシ類（以下コペポーダという）が大量
に増殖することによって，付着珪藻の被食や凋落 1，2，3），
シオダマリミジンコ（Tigriopus japonicus）等のコペポー
ダが稚ナマコを捕食 4，5）することによる減耗が問題とな
っている。この対策として，佐賀県玄海水産振興センタ
ーでは，薬事法改正（2005年 8月）以前はトリクロル
ホン製剤（水産用マゾテン：宇都宮化成工業㈱）を用い
てコペポーダの駆除 2）を行っていたが，改正後は海水洗
浄や水槽換え等により付着珪藻板上のコペポーダの個体
数を減少させ，付着珪藻の被食・凋落軽減及び稚ナマコ
の食害の軽減を図ってきた。しかし，この方法では効果

が一時的なものであることから，週 2回程度の作業が必
要であり，労力を要するため非効率的であった。
　そこで，筆者は炭酸ガスを通気した海水への浸漬（以
下炭酸ガス海水処理という）がコペポーダやエゾアワビ
（Haliotis discus hannai） 稚貝に及ぼす影響を調査し，付
着珪藻板からコペポーダを効率的に脱落させるための方
法を明らかとしたので報告する。

材料と方法

コペポーダとエゾアワビ稚貝　試験には，佐賀県玄海水
産振興センター 7 kℓ角形 FRP水槽（以下 7 kℓ水槽とい
う）の付着珪藻板（40× 32 cm）に増殖しているコペポ
ーダ（種未同定＊2）及び 7 kℓ水槽で 2006年 10月に採
苗した採苗後 23日目の稚貝 （平均殻長 1.38± 0.13 mm）
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を使用した。試験は 2006年 11月に実施した。
コペポーダに及ぼす影響　炭酸ガス海水処理がコペポー
ダの生残と行動に及ぼす影響を調査した。本試験には，
コペポーダの抱卵個体のみを使用した。炭酸ガスは液化
炭酸ガスを，海水はろ過海水を使用して炭酸ガス海水を
作製した。炭酸ガス濃度と pHには一定の関係があるこ
とが知られている 6）。そのため，pHを指標として炭酸
ガス濃度を調整することとし，5 ℓ計量カップ（水量 5 

ℓ）内で，海水の pHが所定の値となるまで小型分散器
（セラミックエアーストーン， φ 30× 78 mm， Nitto）か
ら炭酸ガスを，炭酸ガス調整器（882 Y， 日酸 TANAKA） 
を用いて毎分 5 ℓ通気した。pHは pHメータ （D-23，
HORIBA㈱） で作製直後と試験終了後に，溶存酸素濃度 

（以下 DOという） 及び塩分はハンディメーター （556 
MPS，ワイエスアイ・ナノテック㈱）で作製直後に測定
した。
　試験区の設定にあたり，既往知見を整理した。杉山・
田中 6）は，種々の pHの炭酸ガス海水にクロアワビ
（Haliotis discus）稚貝を浸漬し，pH 5.6以下であれば 10

分以内に 8割以上の個体が塩化ビニール製の波板から剥
離されたことを報告している。また，中牟田は pH 5.2

の炭酸ガス海水によりクロアワビ稚貝が剥離されたこと
を報告しているが 7），その際稚貝が剥離されるより早く
コペポーダが異常遊泳することを観察した＊。これらの
ことから，コペポーダの行動に影響を与え，かつエゾア
ワビ稚貝の行動には影響が少ない炭酸ガス海水の pHを
調査するため，海水の pHを 5.0から 5.5までの 6段階
とする試験区を設定した。試験は，無通気，自然水温
（20.6～ 20.7℃）で行った。
　生残率を比較するため，予め 1 mℓ駒込ピペットを用
いてコペポーダ約 30個体を 200 mℓガラスビーカに収
容（水量約 10 mℓ）した。その後，所定の pHに調整し
た炭酸ガス海水を全量で 200 mℓとなるように追加し，
所定の時間（1, 2, 3, 4, 5, 10, 20分）浸漬した。所定時間
経過後，10 mℓ駒込ピペットを用いてろ過海水中（200 
mℓガラスビーカ，容量 200 mℓ）にコペポーダを戻し，
1ないし 24時間後に生死を判定した。生死の判定は小
林・石田 4）の方法に準じ，光学顕微鏡下（倍率 100倍）
で触角の運動の有無により行った。試験は 3例ずつ実施
した。
　遊泳行動に及ぼす影響を比較するため，所定の pHに
調整した炭酸ガス海水 50 mℓが入った 50 mℓガラスビ
ーカに 1 mℓ駒込ピペットで採取したコペポーダ 1個体
を浸漬し，パスツールピペットで約 1秒毎に海水を吹き
かけて刺激した。胸脚をボートの橈のようにして遊泳す
るコペポーダ特有の遊泳行動が観察されなくなった時間
（以下遊泳行動抑制時間という）を，ストップウォッチ
を用いて百分の一秒単位で，20例ずつ測定した。回復

時間の比較は，所定の pHに調整した炭酸ガス海水 50 

mℓが入った 50 mℓガラスビーカに 1 mℓ駒込ピペット
で採取したコペポーダ 1個体を 1分間または 2分間浸漬
して遊泳行動が抑制された個体を，1 mℓ駒込ピペット
で速やかにろ過海水（50 mℓガラスビーカ，容量 50 mℓ）
に移し，ストップウォッチを用いて百分の一秒単位で
10例ずつ測定した。パスツールピペットで約 1秒毎に
海水を吹きかけて刺激した際に，コペポーダ特有の遊泳
行動が確認された時間を回復時間とした。
エゾアワビ稚貝に及ぼす影響　炭酸ガス海水処理がエゾ
アワビ稚貝の生残と行動に及ぼす影響について試験し
た。エゾアワビ稚貝は，予め 7 kℓ水槽の付着珪藻板に
繁茂した珪藻（Navicula sp.及び Cocconeis sp.が優占）
を接種して 10日間培養し，密度が約 50万細胞 /cm2と
なった 30 mℓガラスシャーレ（容量 30 mℓ）に 10個体
ずつ，計 500個体収容し，無通気，自然水温（20.6～
20.8℃）条件下で，1日に 1回 10 mℓ駒込ピペットで飼
育水を交換して 2日間飼育した個体を使用した。試験区
は，コペポーダに関する試験同様，海水の pHが 5.0か
ら 5.5まで  0.1刻みの設定とした。
　生残率を比較するため，稚貝 10個体を入れた 30 mℓ
ガラスシャーレに所定の pHに調整した炭酸ガス海水を
30 mℓ入れ，所定の時間（5, 10, 20, 30分），無通気，自
然水温（20.6～ 20.7℃）条件下で稚貝を浸漬した。所定
時間経過後，ほぼ全量を 10 mℓ駒込ピペットを用いて
廃棄し，ろ過海水 30 mℓを注水して 1, 2日後に生死の
判定を行った。生死の判定は，実体顕微鏡下（倍率 50

倍）で触角の運動の有無により行った。1日に 1回飼育
水を 10 mℓ駒込ピペットで交換した。
　炭酸ガス海水処理が稚貝の付着行動に与える影響を比
較するため，所定の pHに調整した炭酸ガス海水を稚貝
10個体を入れた 30 mℓガラスシャーレに 30 mℓ入れ，
5, 10, 20, 30分後にパスツールピペットで海水を吹きか
けた際に付着力が低下してガラス面から剥離させた個体
の割合（以下剥離個体率という）を求めた。海水の吐出
圧は，ろ過海水のみを入れた個体に海水を吹きかけた際
に付着面から剥離されない程度とした。炭酸ガス海水
は，コペポーダに関する試験と同様に作製した。
実用化試験　前述の試験結果に基づき，エゾアワビ稚貝
の付着珪藻板からの脱落の危険性が低く，コペポーダの
遊泳行動が抑制された pH 5.3の炭酸ガス海水に 30秒間
浸漬する条件で実用化試験を 3回行った。試験には，ナ
イロンネット（オープニング 60 μm，1.1× 1.1 m）を
設置した 100ℓ角形コンテナ（内寸 50× 62× 43 cm）
を使用した。炭酸ガス濃度の調整は，100ℓ角形コンテ
ナ（水量 80ℓ）内で，海水の pHが 5.3となるまで小型
分散器（セラミックエアーストーン，φ 30× 78mm，
Nitto）から炭酸ガスを毎分 5ℓ通気して行った。コペポ

＊ 中牟田未発表
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ーダが多数付着している付着珪藻板 10枚を 1セットと
して 2セットを 30秒間，自然水温（22.3℃）条件下で
試験水槽に浸漬した。所定時間経過後速やかに，カラナ
インホース（1.5インチ）の先にアルミ製の散水ノズル
を付けた洗浄装置 1）を用いて，ろ過海水で付着珪藻板を
洗浄（水量 50ℓ／分で約 10秒間）し，次式により脱落
率を求めた。
脱落率（%）＝ ｛脱落個体数 /（脱落個体数＋残存個体数）｝×100
　付着珪藻板から脱落した個体の採集は設置したナイロ
ンネットで行い， 5 ℓ計量カップに回収後，100 mℓビー
カと 1 mℓメスピペットを用いた 2段階抽出各 10例に
よる容積法で脱落個体数を推定した。付着珪藻板に残存
した個体の採集は，pH 5.0に調整した炭酸ガス海水 80  

ℓが入った 100 ℓ角形コンテナ内に 30秒間浸漬後，付
着珪藻板 1枚ずつをろ過海水で洗浄（水量 50 ℓ／分で
約 10秒）して行い，脱落個体数と同様の方法で残存個
体数を推定した。脱落・残存個体数は，抱卵個体のみで
なくすべての個体を計数した。また，残存個体採集方法
の精度を確認するため，残存個体採集後の付着珪藻板の
一部を切り取り，万能投影機（倍率 50倍）で残存個体
の有無を観察した。試験毎に，脱落個体数及び残存個体
数から炭酸ガス海水処理前における付着珪藻板のコペポ
ーダ付着数を推定した。

結　　　果

コペポーダに及ぼす影響　各炭酸ガス海水処理後のコペ
ポーダの生残率を図 1に，ろ過海水，各炭酸ガス海水の
水質条件（pH，DO，塩分）及び pHの調整に要した時
間（以下調整時間という）を表 1に示した。生残率は，
pHが低いほど，浸漬時間が長いほど低くなり，pH 5.2

以下で 10分間以上浸漬した場合に生残率 0％となった。
pHが低いほど DOが低下し，今回設定した最も低い pH 

5.0ではろ過海水の 30%程度の DOとなった。塩分は試
験区間で大きな差は認められなかった。炭酸ガス海水の
調整時間は，pHが低いほど長かったが，いずれも 1分

以内と短時間であった。なお，試験終了後の pHはほと
んど変化せず，pH 5.0炭酸ガス海水 20分間浸漬区で
0.04上昇したのが最大であった。
　各炭酸ガス海水処理時のコペポーダの遊泳行動抑制時
間を図 2に示した。遊泳行動抑制時間は，pHが低いほ
ど短くなり，今回設定した最も高い pH 5.5でも 10.1±
2.9秒であった。
  各炭酸ガス海水処理後のコペポーダの回復時間を図 3

に示した。回復時間は，pHが低いほど長くなり，同一
pH条件では浸漬時間が長いほど長かった。

図 1． 各炭酸ガス海水処理後のコペポーダの生残率
　　 ○□△●■▲：平均値， 　─：範囲

図 3． 各炭酸ガス海水処理後のコペポーダの回復時間
　　 ●■：平均値， 　─：標準偏差

図 2． 各炭酸ガス海水処理時のコペポーダの遊泳行動抑制時間
　　 ●：平均値， 　─：標準偏差

表 1．  ろ過海水，各炭酸ガス海水の水質条件及び各炭酸ガス海
水の調整時間

浸漬時間（分）

生
残
率
（
％
）

炭酸ガス通気海水の pH

回
復
時
間
（
秒
）

炭酸ガス通気海水の pH

遊
泳
行
動
抑
制
時
間
（
秒
）

（㎎/ℓ）
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エゾアワビ稚貝に及ぼす影響　各炭酸ガス海水処理時の
エゾアワビ稚貝の剥離個体率を図 4に示した。剥離個体
率は，pHが高いほど，浸漬時間が短いほど低くなり，
概ね pH 5.3以上で 5分間以下の浸漬条件下では 10％以
下となった。
　また，生残率比較試験に供試した稚貝は，すべての浸
漬区において死亡は認められなかった。なお，試験終了
後の pHはほとんど変化せず，pH 5.0炭酸ガス海水 30

分間浸漬区で 0.11上昇したのが最大であった。

考　　　察

　アワビ類の付着珪藻板飼育時において，コペポーダの
大量発生による付着珪藻の被食や凋落は，アワビ類の初
期餌料となる付着珪藻の不足を招き，その後の稚貝の生
残や成長に大きな影響を及ぼす 1）ため，稚貝に影響を与
えず付着珪藻板上のコペポーダの個体数を効率的に減少
させる方法が求められている。
　炭酸ガス海水処理がコペポーダ及びエゾアワビ稚貝の
生残や行動に及ぼす影響を調査したところ，コペポーダ
では pH 5.2以下で 10分間以上浸漬すると生残率が 0％
となったのに対して，稚貝では，30分間浸漬しても死
亡しなかった。また，コペポーダの遊泳行動が抑制され
る時間は，pHが低くなるほど短くなり，本試験におけ
る最も高い pH 5.5においても約 10秒であったのに対し
て，エゾアワビ稚貝では 10分間浸漬しても付着力が低
下した個体は観察されなかった。従って，コペポーダの
炭酸ガス海水処理に対する感受性はエゾアワビ稚貝より
も著しく高いと考えられ，付着珪藻板飼育時におけるコ
ペポーダによる付着珪藻の減耗防止対策への炭酸ガス海
水処理の有効性が示唆される。　
　炭酸ガス海水処理の有効性を検討した実用化試験で
は，コペポーダの脱落率が 99.9％以上であった。一方，
炭酸ガス海水処理を行わずにろ過海水で付着珪藻板を洗
浄した場合にはコペポーダの脱落率が 30%程度＊1との
知見があることから，炭酸ガス海水処理後速やかに付着
珪藻板をろ過海水で洗浄することにより，遊泳行動が抑
制されたコペポーダを効率的に脱落させうるものと推察
された。また，本試験条件下においては，炭酸ガス海水
処理後のエゾアワビ稚貝が死亡することは観察されなか
った。これらのことから，エゾアワビ稚貝の付着珪藻板
飼育時に炭酸ガス海水処理を行うことにより，稚貝への
影響を最小限に抑えつつ，コペポーダの除去を効率的に
実施できるものと考えられた。
　一方，クロアワビ稚貝の炭酸ガスを用いた剥離につい
て，杉山・田中 6）が pH 5.35，水温 20℃の条件下で殻長
8.3～ 29.8 mmの稚貝を 10分間炭酸ガス海水に浸漬し
た場合の剥離率が約 90％，中牟田 7）が pH 5.20，水温
24.2℃の条件下で平均殻長 18.7± 5.3 mmの稚貝を 5分
間浸漬した場合の剥離率が約 60%と報告している。本
試験で明らかとなったコペポーダの遊泳行動が抑制され
る時間と比較すると，クロアワビ稚貝もコペポーダより
炭酸ガス海水処理に対する感受性は低いものと考えられ
る。中牟田・大津＊2は，クロアワビ稚貝を用いて実用
規模での炭酸ガス海水処理を実施した結果，ろ過海水で
の洗浄のみを実施した稚貝（採苗後 22日目，平均殻長
0.90± 0.07 mm）では，7日後の日間成長量が 50.0 μm/

実用化試験　実用化試験におけるろ過海水，炭酸ガス海
水の水質条件及び調整時間を表 2に示した。水質条件は
5 ℓ計量カップを用いた pH 5.3の試験区と大差なかった
が，調整時間は 10倍以上を要した。しかしながら，5
分 30秒と実用的な時間であった。炭酸ガス海水処理後
のコペポーダの脱落数と残存数を表 3に示した。本試験
で用いた付着珪藻板 1枚当たりには，平均 915～ 1,375

個体のコペポーダが付着していたと考えられ，コペポー
ダの脱落率は 3例すべて 99.9%以上であった。なお，
残存個体採集処理後の付着珪藻板上には，コペポーダは
確認されなかった。

＊1 野田未発表
＊2 中牟田・大津未発表

図 4． 各炭酸ガス海水処理時のエゾアワビ稚貝の剥離個体率

表 3．  実用化試験における炭酸ガス海水処理後のコペポーダ付
着数

表 2．  実用化試験におけるろ過海水，炭酸ガス海水の水質条件
及び調整時間

浸漬時間（分）
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離
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体
率
（
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日，生残率が 76%と，炭酸ガス海水処理を実施した稚
貝（採苗後 26日目，平均殻長 0.97± 0.11 mm）では，
日間成長量 50.0μm/日，生残率が 82%の結果を得てお
り，生残率や成長にほとんど差が認められなかったとし
ている。また，コペポーダ除去に必要な頻度はろ過海水
洗浄のみでは週 2回程度であったのに対し，炭酸ガス海
水処理は月 2回の実施で済み，従前のトリクロルホン製
剤での駆除間隔 （15.6日毎に 1回）1）と同等であったとし
ている。以上のことから，実用規模においても炭酸ガス
海水処理による付着珪藻板からのコペポーダの効率的な
除去が可能であると考えられた。
　本試験で供試したコペポーダの種は明らかとできてい
ないし，抱卵個体についてのみ炭酸ガス海水処理に対す
る感受性を調査した。また，付着珪藻板飼育はウニ類や
マナマコについても実施されている。種や発育段階によ
る感受性の違いが容易に想像されることや，DOの低下
がコペポーダの遊泳行動に影響を及ぼした可能性がある
ことから，炭酸ガス海水処理の汎用性を明らかにするた
めに，炭酸ガス濃度の測定や異なる水温における試験な
ど，今後詳細な検討が必要である。さらに，量産規模に
おける炭酸ガス海水処理条件（pH，炭酸ガス濃度，水
温，DO，処理時間等）についても検討が必要と考える。
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エゾアワビ天然個体と放流個体の配偶子放出と
発生および稚貝の生残の比較

野呂忠勝＊・武蔵達也＊

Comparison of Natural and Released Ezo Abalone Haliotis discus hannai 
with regard to Gamete Release, Development, and Survival of Juveniles

Tadakatsu Noro and Tatsuya Musashi

Natural and released individuals of Ezo Abalone Haliotis discus hannai caught from the same fishing 
ground in the maturity/spawning season on the coast of Iwate Prefecture were compared with regard to re-
production under laboratory conditions. Among individuals who released gametes by artificial stimulation, 
no difference was observed in the number of eggs laid; fertility, settling, and larva survival rates; and sur-
vival and growth of a juvenile to an average shell length of 6 mm. Thus, it was confirmed that with ade-
quate stimulation, released individuals show the same rate of gamete release, fertilization of egg and sperm, 
and developmental growth as that of natural individuals. The survival and growth of juveniles were also the 
same in both populations. Therefore, a possibility exists that released individuals can contribute to repro-
duction.

＊ 岩手県水産技術センター　〒026-0001　岩手県釜石市大字平田 3-75-3 （Iwate Fisheries Technology Center, 

3-75-3, Heita, Kamaishi, Iwate, 026-0001 Japan）．

2008年 2月 1日受理

　エゾアワビ Haliotis discus hannaiは種苗生産技術が確
立し，日本各地で資源の維持または増大のため人工種苗
が放流されており，とりわけ，岩手県では近年，年間
800～ 900万個の人工種苗を放流している 1，2）。
　放流事業において想定される放流効果には，放流個体
の資源への加入による資源量・漁獲量増大といった直接
効果と放流個体の再生産による次世代以降の資源増強と
いった間接効果が考えられる。エゾアワビの放流では，
直接効果に関しては，放流個体の漁獲状況を調査し，漁
獲量や回収率，投資効果などの多くの知見がこれまでに
得られている 1-5）。一方，間接効果に関しては，最近に
なり放流実験漁場で遺伝標識を用いて再生産状況が検討
され始めたところであり 6），放流個体の成熟，産卵など
の基礎的な知見については，数例が示されているに過ぎ
ない 7，8）。
　そこで，著者らはエゾアワビ放流個体の漁場での再生
産への寄与について検討をするため，天然個体と放流後
親貝にまで成長し成熟した放流個体について，配偶子放

出状況や放出された卵と精子の受精能力およびふ化した
幼生と稚貝の成育状況を比較するための飼育試験を行
い，いくつかの知見が得られたので報告する。

材料と方法

　エゾアワビ天然個体と放流個体を用い，両者の再生産
に関する特性について陸上施設で比較した。なお，天然
個体を用いた試験区を天然区，放流個体を用いた試験区
を放流区とした。
　供試個体は，岩手県沿岸で天然個体の産卵期 9）である
1998年 9月 29日に，1987～ 1996年の間に年間約 20万
個の人工種苗が放流され，それらの大部分は放流後 2年
から 5年の間に漁獲の制限殻長である 90 mmを越える
大きさで漁獲されている岩手県釜石市唐丹湾 3）におい
て，SCUBA潜水により採取した天然個体と放流個体の
雌雄 5個体ずつである。採取した個体は，室内の水槽に
収容し，自然水温（20.4～ 20.9℃）のろ過海水で 2日間

短　　報
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飼育した。供試個体の殻長，体重および菊地ら 10）の基
準に準じた生殖巣指数の範囲を表 1に示した。天然区の
雌では殻長が 89.0～ 111.0 mm，体重が 82.5～ 193.4 g

および生殖巣指数が 1～ 3であり，同様に，放流区の雌
では殻長が 89.0～ 122.0 mm，体重が 98.7～ 212.6 gお
よび生殖巣指数が 1～ 3であった。雄では，天然区は殻
長が 98.0～ 120.0 mm，体重が 123.4～ 235.8 gおよび生
殖巣指数が 1～ 3であり，放流区は殻長が 85.0～ 93.0 

mm，体重が 84.7～ 110.7 gおよび生殖巣指数が 2～ 3

と，天然区に比べて少し成熟していた。なお，人工種苗
に特有の殻頂部の緑色の部分の有無により放流個体を天
然個体と識別した 2，3）。
　1998年 10月 1日に，岩手県でのエゾアワビ種苗生産
のマニュアル 11）に準じて，供試個体の放卵，放精を誘
発し，人工授精により得られた幼生の飼育試験を行っ
た。誘発と幼生の飼育期間中の水温は 20℃に設定した。
各供試個体は 20 ℓコンテナに 1個体ずつ収容し，紫外
線殺菌装置（千代田工販株式会社製，フロンライザ 8 H）
の公称殺菌能力の約 1/100の流量に絞った紫外線照射海
水を 24時間通水し，放卵，放精した個体を確認し計数
した。24時間の間に産出された卵を計数し，各雌個体
の産卵数とし，産卵開始から 1時間以内に産出された卵
（112～ 348千粒／個）は，雌個体毎に回収し，受精率
の把握，幼生の飼育試験に供した。なお，天然区の雌 1

個体は，産卵数が 8千粒であったことから，飼育試験に
は用いなかった。精子は，授精に供する直前に雄個体毎
に回収し，各雄個体由来の精子数が同一になるように混
合し，40万個 /mℓの精子濃度で雌個体由来別の卵に加
え人為的に受精させた。受精率は次式により推定した。
受精率（％）＝ 受精卵数／（受精卵数＋不受精卵数）×100
　受精からの積算温度が 160℃・時で，雌個体由来毎に
浮上幼生を回収して計数した。幼生の浮上率は次式によ
り推定した。
浮上率（％）＝浮上幼生数／受精卵数× 100

　雌個体由来別の浮上幼生は，受精からの積算温度が
1,000℃・時まで流水式飼育装置に 17個体／ mℓ以下の
密度で収容し，匍匐被面子幼生まで飼育した。飼育終了
後，匍匐被面子幼生と奇形匍匐被面子幼生を計数した。
幼生の生残率は次式により推定した。

幼生の生残率（％）
　＝ （匍匐被面子幼生数－奇形匍匐被面子幼生数）／浮上
幼生の収容数× 100

　幼生飼育終了後の 1998年 10月 5日からは，以下に示
す稚貝飼育に移行した。ウルベラ Ulvella lens や
Cocconeis sp.などの微細藻類が付着した塩化ビニール製
の波板（32 cm× 40 cm）4枚をホルダー（45 cm× 29 

cm× 34 cm，ポリエチレンコーティングした鉄線で作
製）に固定し飼育用水槽（64 cm× 44 cm× 38 cm）内
に設置した。各雌個体由来の正常匍匐被面子幼生数が同
一になるように混合した後，3,000個体を飼育用水槽に
収容した。受精からの積算温度が 1,400℃・時までは止
水とし，以後は自然水温（20.1～ 7.6℃）のろ過海水を
通水し流水で管理した。餌料は，飼育開始直後には波板
に付着したウルベラ Ulvella lensや Cocconeis sp.などの
微細藻類とし，以後は自然に繁茂した微細藻類とした。
1999年 2月 15日に，稚貝を回収して計数し殻長を測定
した。稚貝の生残率は次式により推定した。
稚貝の生残率（％）
　＝ 生残稚貝数／正常匍匐被面子幼生の収容数×100
　雌個体の体重 100gから産出された卵の稚貝までの生
残数を稚貝までの生残数とし，次式により推定した。
稚貝までの生残数（個／ 100 g）
　＝ 雌個体の体重 100 g当たりの産卵数×（受精率／

100）×（浮上率／ 100）×（幼生の生残率／ 100）×（稚
貝の生残率／ 100）

　産卵数，受精率，幼生の浮上率および生残率はウィル
コクスン検定により，稚貝の平均殻長は Studentの t検
定により，それぞれ天然区と放流区の間で統計学的検定
を行った。

結果と考察

　本試験に使用した親貝は，武市 3）により，天然個体，
放流個体ともに 4～ 7歳と推定された。
　親貝の配偶子放出結果を表 1に示す。天然区，放流区
ともに配偶子放出の誘発刺激によりすべての個体が放
卵，放精した。産卵数の平均値（範囲）は，天然区では
701千粒（8～ 1,412千粒），放流区では 670千粒（272

表 1． 供試した親貝の大きさと成熟状況および配偶子放出結果

＊ 1：平均値（最小値～最大値）
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～ 1,280千粒）であった。産卵数は天然区と放流区の間
に有意な差はなかった（p＞ 0.05）。以上のことから，
岩手県沿岸での天然個体の成熟時期 9）に天然漁場から採
取した放流個体は，自然界でおよそ 2～ 5年で生殖巣が
発達するまで成長し，紫外線照射海水の刺激により放
卵，放精することが確認され，産卵数は天然個体と放流
個体で差は認められなかった。放流されたエゾアワビの
成熟，産卵に関しては，天然個体の産卵時期と同じ時期
に成熟し産卵することが，北海道小樽市海域で確認され
ており 8），青森県では，同一の天然漁場から採取した放
流個体と天然個体を陸上施設で養成した結果，放流個体
は天然個体に比べて十分に成熟し，産卵数や受精率には
有意な差はないことが確認されている 7）。これらのこと
から，放流されたエゾアワビは，天然漁場で成熟するま
で成育し，さらに十分な刺激さえあれば放卵，放精して
いるものと考えられる。
　人工授精による受精率および幼生と稚貝の飼育結果を
表 2に示す。受精率の平均値（範囲）は，天然区では
86.1％（81.7～ 93.1％），放流区では 82.0％（60.7～
95.8％）であった。幼生の浮上率の平均値（範囲）は，
天然区では 77.4％（54.8～ 97.8％），放流区では 79.5％
（69.4～ 86.1％）であり，幼生の生残率の平均値（範囲）
は，天然区では 83.7％（68.9～ 95.6％），放流区では
88.5％（73.1～ 95.1％）であった。これら受精率，幼生
の浮上率および生残率の各項目は，天然区と放流区の間
に有意な差はなかった（p＞ 0.05）。また，天然区と放
流区の幼生を平均殻長が 6 mmになる稚貝まで飼育した
結果，稚貝の生残率は天然区で 26.7％，放流区で 28.4％
であり，稚貝の殻長の平均値±標準偏差は天然区では
6.2± 2.30 mm，放流区では 6.1± 2.11 mmとなり，両
区で有意な差はなかった（p＞ 0.05）。このように平均
殻長 6 mmまでの稚貝の生残率と成長は，天然区と放流
区の間に差は認められなかった。さらに，雌個体の体重
100 gから産出された卵の稚貝までの生残数は，天然区
では 80.1個／ 100 g，放流区では 78.3個／ 100 gであり，
生残した稚貝の個数は，天然区と放流区の間に顕著な差
はなかった。これらのことから，放流個体から得た卵や
精子は，天然個体と同等の水準で受精し，発生が進むこ
とが確認された。また，放流個体由来の稚貝の平均殻長
6 mmまでの生残と成長は，天然個体由来の稚貝と同等
であることが確認された。

　以上のことから，岩手県沿岸に放流されたエゾアワビ
は，放流後およそ 2～ 5年で成熟し，天然個体と同等の
再生産能力を有するようになり，漁場で再生産に寄与し
ている可能性は高いと考えられる。原ら 6）は，放流実験
漁場で遺伝標識を用いてエゾアワビ人工種苗の再生産状
況を検討した結果，親貝集団の殆どが放流個体で占めら
れていたのに対して，そこで発生した当歳貝は多くが天
然集団からの由来と推定されたことから，放流個体の再
生産能力は天然個体より低い可能性を指摘しており，さ
らにその理由として，エゾアワビの種苗生産過程では，
放流後の生残や生産効率を考慮し，成熟制御や早成長を
指標に継代飼育された親貝からの生産も行われ，意識
的・無意識的な選抜により，放流個体は種（地域集団）
が長い進化過程で獲得してきた環境適応形質を失ってい
る可能性を指摘し，加えて実際に試験に用いた放流個体
は数世代にわたり継代飼育された親貝からも生産されて
いることを報告している。一方，放流個体が天然個体と
同等の再生産能力を有する可能性が示された本試験で
は，遺伝的変異性の維持と地域集団に近い遺伝組成とな
るように配慮されて生産された放流個体を用いた。具体
的には，放流個体の親貝は一部種苗生産された人工種苗
の中から成長の優良な個体を継続飼育して親貝に仕立て
たものであるが，大半は岩手県の天然漁場から採取した
天然個体であり，さらに親貝はすべての個体が毎年更新
されている 11）。両試験において，放流個体の再生産能
力への評価が異なったのは，それぞれの試験で供した放
流個体の遺伝的特性の違いによるかもしれない。このよ
うなことから，エゾアワビ放流個体の漁場での再生産へ
の寄与について検討する際には，試験に供する放流個体
の種苗生産方法に起因する遺伝的特性にも注意を払う必
要があろう。
　今後は，この放流個体の遺伝的特性を十分に考慮した
上で，成熟，産卵期間を通して天然漁場での天然個体と
放流個体の成熟状況を調査し，成熟や産卵の時期のずれ
や配偶子放出量に差異がないか確認する必要がある。さ
らに最終的には，エゾアワビの浮遊幼生期の移動範囲を
把握した上で，遺伝標識 6，12）を用いて天然漁場での放流
個体の再生産への寄与度について把握することが望まれ
る。

表 2． 人工授精による受精率および幼生と稚貝の飼育結果

＊ 1：平均値（最小値～最大値）
＊ 2：平均値±標準偏差
＊ 3：雌個体の体重 100 gから産出された卵の稚貝までの生残数

g
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スズキ目魚類に投薬したアンピシリン，オキソリン酸
およびエリスロマイシンの筋肉における残留状況

渡辺研一＊1・森　広一郎＊1・堀田卓朗＊2・飯田貴次＊3

Residues of Ampicillin, Oxolinic Acid, and Erythromycin in 
the Muscles of Perciform Fish Species

Ken-ichi WATANABE, Koh-ichiro MORI, Takurou HOTTA and Takaji IIDA

The following 4 fish species were used in this experiment: black sea bream Acanthopagrus schlegelii, 
purplish amberjack Seriola dumerili, striped jack Pseudocaranx dentex, and seven-band grouper Epinephe-
lus septemfaciatus. According to the medication protocol, the fishes were fed dry pellet containing with 20 
mg/kg (body weight, BW)/day ampicillin (ABPC) for 5 days solid, 30 mg/kg/day oxolinic acid (OA) for 7 
days solid, or 50 mg/kg/day erythromycin (EM) for 5 days solid. Subsequently, for no medication, the fish-
es were fed foods without any antibiotics for 5 days (ABPC-medicated fish), 16 days (OA-medicated fish), 
and 30 days (EM-medicated fish). The muscles of these fishes were individually sampled on the next day 
after the last medication and after no medication, stored, and analyzed. ABPC was not detected in all the 
specimens. Specimens sampled on the next day after the last medication showed high residual concentra-
tions of the respective antibiotics. However, specimens sampled on the next day after no medication 
showed residue levels lesser than those recommended by food safety standards.

＊1 独立行政法人水産総合研究センター　養殖研究所 病害防除部 種苗期疾病研究グループ　〒 879-2602　大分県
佐伯市上浦大字津井浦 (Kamiura Station, National Research Institute of Aquaculture, Fisheries Research Association, 

Tsuiura, Saiki, Ooita, 879-2602, Japan).
＊2 独立行政法人水産総合研究センター　五島栽培漁業センター　〒853-0508　長崎県五島市玉之浦町布浦 122-7
＊3 独立行政法人水産総合研究センター　養殖研究所病害防除部　〒516-0193　三重県度会郡南伊勢町中津浜浦
422-1

2008年 1月 30日受理

　水産用医薬品については，その有効性，安全性，残留
性等の試験結果を，薬事・食品衛生審議会が用法・用
量，休薬期間等について審査した結果に基づき農林水産
大臣が製造を承認している。従来は，養殖対象魚種が限
られており，近縁の種間では医薬品の有効性，安全性，
残留性等が大きく変わらないことから，「水産動物への
使用を目的とする動物用医薬品の製造（輸入）承認に必
要な試験実施細目」（以下，「ガイドライン」という。）
により，代表魚種の試験結果が審査され「目」単位で承
認されてきた。
　近年，養殖形態が少品種大量生産から多品種小量生産
に転換し，養殖される魚種が多様化したことにより，承

認された医薬品が同一「目」の多数の魚種に使用されて
いる実態がある。一方で，食の安全に対する消費者の関
心が高まってきており，安全な水産物を消費者に供給す
る観点から，承認対象目ごとに代表魚種以外の魚種にお
いても抗生物質の残留性を検証するための試験を実施す
る必要がある。渡辺ら 1，2）は，スズキ目魚類 18種，カレ
イ目魚類 4種およびクルマエビに塩酸オキシテトラサイ
クリンとアルキルトリメチルアンモニウムカルシウムオ
キシテトラサイクリンを経口投与し，オキシテトラサイ
クリンの筋肉および中腸腺における残留状況を調査し
た 1，2）。その結果，いずれの分類群においても休薬期間
経過後の可食部に抗生物質の残留は認められなかった。

資　　料



― ―26

　一方，それらの報告は，オキシテトラサイクリン系の
抗生物質に限定されており，他に承認されている水産用
医薬品についての知見はない。そこで，オキシテトラサ
イクリン系以外の抗生物質について，代表魚種以外の魚
種の水産用医薬品の残留性を検証するための試験を実施
した。なお本報告は，農林水産省消費・安全局長が，独
立行政法人水産総合研究センター理事長に委託して実施
した試験結果をとりまとめたものである。

材料と方法

試験の実施　本飼育試験の実施にあたっては，農林水産
省生産局畜産部衛生課薬事室長が，㈳日本動物薬事協会
理事長に対して平成 12年 3月 31日に通知（12-33）し
た「動物用医薬品関係事務の取扱いについて（以下，
「通達」という）」の「残留性試験」に規定される内容に
留意した。
対象医薬品　対象となる医薬品を，スズキ目魚類の類結
節症の治療の目的で承認されているアンピシリン
（ABPC）とオキソリン酸（OA），レンサ球菌症の治療
の目的で承認されているエリスロマイシン（EM）とし
た。
対象目と魚種　対象となる分類群をスズキ目とした。渡
辺ら 1，2）は，スズキ目魚類 18種に塩酸オキシテトラサイ
クリンとアルキルトリメチルアンモニウムカルシウムオ
キシテトラサイクリンを経口投与し，オキシテトラサイ
クリンの筋肉における残留状況を調査した。その結果を
基に，投薬後の筋肉におけるオキシテトラサイクリンの
残留濃度を用いてクラスター分析したところ，調査した
18種のスズキ目魚類は，残留性の差異から，大きく 4

グループ（オキシテトラサイクリンが最も残留しやすい
魚種，やや残留しやすい魚種，やや残留しにくい魚種，
最も残留しにくい魚種）に分けられることが分かっ
た 3）。そこで，本報告においては，この残留性の差異に
注目して，4グループから代表種 1種を選定することと
し，最も残留しやすい魚種としてアジ科のカンパチ，や
や残留しやすい魚種としてタイ科のクロダイ，やや残留
しにくい魚種としてハタ科のマハタ，最も残留しにくい
魚種としてアジ科のシマアジを対象に試験を行った。
供試魚の由来　供試魚として，クロダイについては天然
魚を，マハタ，カンパチ，シマアジについては人工生産
魚を用いた。通達では「1ヵ月以上抗菌性物質等試験に
影響のある物質を投与していないものを用いることが望
ましい」とされているため，抗生物質の投薬歴がないも
のを選択することとしたが，不可能な場合には投薬歴が
はっきりしているものを用い，試験の際には最終投薬日
から休薬期間の 2倍以上経過していることに留意した。
試験実施場所　通達では「2カ所で残留性試験を実施す
ること」とされているが，本試験では，マハタは上浦栽
培技術開発センター，カンパチ，シマアジ，クロダイに

ついては同古満目分場で行った。
試験水槽　通達では「室内水槽，野外の池，いけす等の
いずれでもよい」とされているため，魚種や大きさを考
慮して，カンパチとシマアジは陸上水槽に設置した小割
網，マハタ，クロダイでは陸上水槽を用いた。
試験供試尾数　通達では「検体の消長を明らかにするた
めに必要な数とする」，「1採取時点における採取尾数が
5尾以上とする」とされている。本試験では試験開始後，
後述の通り投薬終了翌日および休薬期間終了翌日の 2回
の採材を行う計画であり，1回に 5尾をサンプリングし
て採材するため，1試験区 10尾をサンプリングするこ
とになる。試験期間中の事故等による死亡を勘案し，安
全係数を 2倍としたことから 1試験区 20尾を供試する
ことを基本としたが，試験水槽の大きさや対象種の大き
さ等を勘案して適宜増減した。
試験魚の収容　被検薬の投与 7～ 10日前から試験水槽
ないしは小割網に試験魚を収容し， 試験水槽に馴致し
た。
試験魚の大きさ　通達では「スズキ目魚類は筋肉を採取
する」，「筋肉とは，魚体の左側第一背ビレ基部で側線よ
り上の血合い肉を含めた筋肉とする」とされている。こ
の通達にしたがって分析用サンプルを採取することと
し，無理なく採材可能な大きさを用いることに留意し
た。
試験実施時期　通達では「スズキ目魚類は 18～ 24℃で
残留性試験を行う」とされているため，試験期間中の水
温がこの水温となるように留意した。
給餌する餌の種類　通達では「投与経路は原則として臨
床適用経路」とされている。スズキ目のアンピシリン，
オキソリン酸，エリスロマイシンは経口投与とされてい
るため，市販の配合飼料に被検薬を添加して給餌した。
試験開始前は，被検薬を含まない配合飼料を給餌した。
通達では「投与期間は臨床適用の最長投与期間」とされ
ている。投薬期間は，アンピシリンとエリスロマイシン
の使用法で「5日間」とされているため，5日間とした。
オキソリン酸は「5～ 7日投与する」と定められている
ため 7日間とした。その後，設定されている休薬期間の
間，被検薬を含まない配合飼料を給餌した。
給餌法　被検薬を含む配合飼料等の投与期間は，毎日手
撒きで全ての魚に均等に配合飼料等が行き渡るように給
餌した。被検薬投薬期間中の前後も同様に手撒きした
が，隔日もしくは週 5日の給餌とした。
投薬量　通達では「用量段階は臨床最高適用量を低容量
群とする二段階以上の試験群を設定し，別に対照群を置
く。養殖水産動物にあっては，臨床最高適用量の二倍量
とする」とされている。いずれの魚種も承認されている
用法用量に従い，魚体重 1 kg当たりアンピシリンで 20 

mg/日，オキソリン酸で 30 mg/日，エリスロマイシン
で 50 mg/日となるように投与した。
投与法　適正給餌量の 80％程度量の配合飼料に，規定
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量の被検薬を蒸留水に溶解したものを添加して配合飼料
内に吸着されるまで混合し，フィードオイルでコーティ
ングした後，給餌した。
飼育中のデータ収集　試験期間中の，水温，給餌量，摂
餌状況，死亡状況等について，データを収集，記録し
た。また，試験開始前とサンプリング時に全長または尾
叉長と体重を測定し，記録した。得られたデータを用い
て肥満度＝｛体重÷（尾叉長または全長）3× 106 ｝を算出
した。
分析用試料の採材　試験水槽より供試魚を無作為に取り
上げ，1試料について背部筋肉（皮膚を含まない）20 g
以上を採材した。オキソリン酸では 40 g以上を採材し
た。
試料の保管　採材した試料は，個体ごとにビニール袋に
入れ，魚種，試験区，個体番号，採取年月日，重量等を
明記して，－ 80℃で凍結後，分析を依頼時まで凍結保
存した。
試料の採取時期　通達では「検体の投与終了後に消失期
に入った時点と，組織中に分析対象が検出されなくなっ
た時点と，その間に少なくとも一点の採取時点を設定す
る。」こととされているが，本事業の目的は休薬期間後
の被検薬の残留状況を検証することにあるので，用法用
量に規定される投薬期間終了時に被検薬が残留している
こと，休薬期間経過後に被検薬の残留がないことを確認
することとした。休薬期間は，アンピシリンで 5日，オ
キソリン酸で 16日，エリスロマイシンで 30日とされて
いるので，投薬期間終了の翌日はすべての被検薬，6日
後にはアンピシリン，17日後にはオキソリン酸，31日
後にはエリスロマイシンの試料を採取した。
分析の依頼　一連の試験終了後， － 80℃で凍結保存して
いた試料を財団法人日本食品分析センターにドライアイ

スを同封して送付し，被検薬の残留状況の分析を依頼し
た。
分析方法　通達では「分析は相当の感度，精度および再
現性を有する分析法を確立しておく。この場合における
相当の感度，精度および再現性とは，検出限界 0.05 ppm

以下，1～ 2 ppmの添加回収実験における回収率 70％
以上，変動係数（（標準偏差 /平均値）× 100）が 10％程
度のものをいう」とされている。そこで，相当の感度，
精度および再現性がある，以下の方法で分析を行った。
1.  アンピシリン　食品中に残留する農薬，飼料添加物又
は動物用医薬品の成分である物質の試験法（平成 17

年 1月 24付け食安発第 0121001号）のベンジルペニ
シリン分析法に準拠し，タンデム型液体クロマトグラ
フ－質量分析計により測定した。

2.  オキソリン酸　社団法人日本食品衛生協会，食品衛生
検査指針－動物用医薬品・飼料添加物編－（2003）厚
生労働省監修，26-43.に準拠し，蛍光検出器付き高速
液体クロマトグラフにより測定した。

3.  エリスロマイシン　齋藤ら 4)の方法に準拠し， Kocuria 

rhizophila ATCC 9341を用いた微生物学的試験法によ
り測定した。
統計検定　シマアジおよびクロダイにエリスロマイシン
を投薬した区の試験開始前，投薬終了翌日，休薬翌日に
おける平均肥満度について，魚種ごとに Tukey法により
多重比較を行って統計検定を行った。

結果と考察

1. 飼育試験　飼育試験結果の概要を表 1に，飼育試験に
おける分析用試料のサンプリング状況を表 2に示す。
　カンパチの試験は，上浦栽培技術開発センターが種苗

表 1．飼育試験の概要
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生産した当歳魚を用いて，古満目分場で行った。試験期
間は 10月 30日から 12月 14日までであった。試験期間
中に死亡は認められなかった。平均水温はアンピシリン
を投与した ABPC区で 23.0℃，オキソリン酸を投与し
た OA区で 22.3℃，エリスロマイシンを投与した EM区
では 22.3℃であり，通達で規定される水温範囲であっ
た。

　シマアジの試験は，民間養殖業者が養殖中の当歳魚を
用いて，古満目分場で行った。試験期間は 10月 30日か
ら 12月 14日までであった。試験期間中に死亡する個体
は認められなかった。平均水温はカンパチと同様であ
り，通達で規定される水温範囲であった。
　クロダイの試験は，愛媛県今治市周辺海域で漁獲され
た天然魚を用いて，古満目分場で行った。試験期間は

表 2．分析用試料サンプリング時の魚種別全長，体重
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10月 30日から 12月 14日までであった。休薬期間中に，
鰾に空気が溜まり死亡はしていないものの腹部を上にし
て遊泳する個体が ABPC区で 2尾，OA区で 1尾出現し
たため，処分した。死亡した個体は認められなかった。
平均水温はカンパチと同様であり，通達で規定される水
温範囲であった。
　マハタの試験は，上浦栽培技術開発センターが種苗生
産した 2歳魚を用いて，上浦栽培技術開発センターで行
った。試験期間は 10月 16日から 11月 29日までであっ
た。試験期間中に死亡する個体は認められなかった。平
均水温は ABPC区で 22.4℃，OA区で 21.8℃， EM区で
は 21.0℃であり，通達で規定される水温範囲であった。
　いずれの魚種でも，死亡原因として疾病の発生が疑わ
れる事例はなかったことから，本飼育試験の飼育経過は
順調であったものと考えられた。
2. 被検薬の残留状況に関する分析結果　被検薬の残留状
況の分析結果を表 3に示す。
カンパチ　アンピシリンを投薬したカンパチの筋肉中に
は，投薬終了翌日に ABPCの残留は認められなかった。
オキソリン酸を投薬したカンパチの筋肉中には，投薬終
了翌日に平均 0.99 ppmの OAが残留していた。エリス
ロマイシンを投薬したカンパチの筋肉中には，投薬終了
翌日に平均 1.72 ppmの EMが残留していた。
　休薬期間経過後は，ABPC区，OA区ではすべての個
体で，EM区では 4尾が検出限界未満であったが，EM

区の 1尾のみ暫定残留基準 0.06 ppmの 2倍多い 0.12 

ppmの残留が認められた。3種類の飼料（生餌，モイス
トペレットおよび配合飼料）を用いてカンパチにエリス
ロマイシンを投薬した場合の被検薬の残留状況（1試験
区 3試料について分析）を調べた試験において 5），承認
された休薬期間終了の翌日に，いずれの飼料を用いて投
薬した場合でもエリスロマイシンの残留は認められなか
った。この試験と今回の試験とを整理すると，承認され
た方法でエリスロマイシンをカンパチに投薬し，所定の
休薬期間経過後の筋肉における被検薬の残留量を分析し
たところ，全 14検体中 13検体では残留が認められなか
ったが，1検体のみに残留が認められたこととなる。こ

のような結果を考えると，残留が認められた個体は見か
け上健康ではあったが，薬物代謝に障害を持った異常な
個体であった可能性や投薬期間において過剰に摂餌した
可能性等が考えられる。
シマアジ　アンピシリンを投薬したシマアジの筋肉中に
は，投薬終了翌日に ABPCの残留は認められなかった。
オキソリン酸を投薬したシマアジの筋肉中には，投薬終
了翌日に平均 0.14 ppmの OAが残留していた。エリス
ロマイシンを投薬したシマアジの筋肉中には，投薬終了
翌日でも検出限界以下の個体が 3尾，残り 2尾も 0.03，
0.06 ppmと極めて少ない残留状況であった。エリスロ
マイシンを投薬した区の肥満度の平均値は，試験開始時
＜投薬終了翌日＝休薬後の順に高く（p<0.05），投薬期
間中に摂餌せずにエリスロマイシンが筋肉中に残留しな
かったとは考え難い。
　休薬期間経過後は，ABPC区，OA区，EM区ともす
べての個体で検出限界未満であった。
クロダイ　アンピシリンを投薬したクロダイの筋肉中に
は，投薬終了翌日に ABPCの残留は認められなかった。
オキソリン酸を投薬したクロダイの筋肉中には，投薬終
了翌日に平均 0.23 ppmの OAが残留していた。エリス
ロマイシンを投薬したクロダイの筋肉中には，投薬終了
翌日に平均 0.66 ppmの EMが残留していた。ただし，1
試料の EM濃度は 0.07 ppmであり，1尾の濃度は検出
限界未満であった。これら 2尾の肥満度（22.3，23.0）
は，同時期の他の 3尾（22.8～ 25.3）よりもやや小さか
ったが，EM区の試験開始時，投薬終了翌日，休薬翌日
の肥満度の平均値に有意差は認められず（p>0.05），こ
れら 2尾が投薬期間中に摂餌せずにエリスロマイシンが
筋肉中に残留しなかったとは考え難い。平均値は，これ
らのデータを除いて計算した。
　休薬期間経過後は，ABPC区，OA区，EM区ともす
べての個体で検出限界未満であった。
マハタ　アンピシリンを投薬したマハタの筋肉中には，
投薬終了翌日に ABPCの残留は認められなかった。オ
キソリン酸を投薬したマハタの筋肉中には，投薬終了翌
日に平均 2.80 ppmの OAが残留していた。エリスロマ

表 3．筋肉中の被検薬残留量分析結果
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イシンを投薬したマハタの筋肉中には，投薬終了翌日に
平均 0.62 ppmの EMが残留していた。ただし，1試料
の EM濃度は 0.03 ppmであった。
　休薬期間経過後は，ABPC区，OA区，EM区ともす
べての個体で検出限界未満であった。
試験結果の総括　残留農薬等ポジティブリスト制度が平
成 18年 5月 29日から導入され，「食品は，農薬、飼料
添加物及び動物用医薬品（以下「農薬等」という。）が
厚生労働大臣の定める量（一律基準）を超えて残留する
ものであってはならない」とされている。ただし，「別
に食品の規格（残留基準）が定められている場合は，こ
の限りでない（食品衛生法第 11条第 3の概要）」とされ
ており，本報告で取り上げたスズキ目魚類におけるアン
ピシリン，オキソリン酸，エリスロマイシンの食品の規
格（残留基準）は，食品に残留する農薬等の限度量一覧
表（平成 19年 1月 29日更新）によると，それぞれ暫定
基準で，0.06 ppm，0.05 ppm，0.06 ppmである。
　試験した 4魚種について，アンピシリンは投薬終了翌
日の筋肉に残留が認められなかった。オキソリン酸で
は，いずれの魚種でも投薬終了翌日の筋肉に被検薬の残
留が認められた。エリスロマイシンでは，シマアジの投
薬終了翌日の筋肉における被検薬の残留は極めて少なか
ったが，他の 3種では被検薬の残留が認められた。ま
た，休薬期間経過後の筋肉にそれぞれの被検薬に規定さ
れている暫定残留基準値を超える被検薬の残留は，1尾
の例外を除いて認められなかった。
投薬終了翌日の魚種別残留濃度　オキソリン酸を投与し
た場合，マハタ＞カンパチ＞クロダイ＞シマアジの順で
残留濃度が高かった（表 3）。エリスロマイシンを投与
した場合，カンパチ＞クロダイ＝マハタ＞シマアジの順
で残留濃度が高かった（表 3）。
　塩酸オキシテトラサイクリンとアルキルトリメチルア
ンモニウムカルシウムオキシテトラサイクリンをスズキ
目魚類 18種類に経口投与して，投薬終了後の筋肉にお
ける OTCの残留状況から目内の類縁関係を検討した結
果では 3），材料と方法で述べたとおり，魚種による残留
性の差異が認められたが，本報で用いたオキソリン酸と

エリスロマイシンでも魚種により残留性が異なる結果が
得られた。しかし，魚種別間の残留濃度の多寡は，投薬
する抗生物質の種類によって変わることが分かった。
休薬後の残留性　1検体の例外を除き，今回試験したア
ンピシリン，オキソリン酸，エリスロマイシンでは，休
薬後の筋肉から食品中の動物用医薬品の暫定残留基準値
を超えて被検薬が検出される例は観察されなかった。し
たがって，安全な水産物を消費者に供給する観点から，
薬事・食品衛生審議会より，「目ごとに代表魚種以外の
魚種の残留性を検証し，残留基準を超える残留が認めら
れた場合はガイドラインの見直しおよび休薬期間の変更
等を進めていかなければならない」との指摘があるが，
現状の休薬期間で問題ないものと考えられた。また，ガ
イドラインの見直しを直ちに進める必要はないものと考
えられた。
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カンパチとトラフグの筋肉と肝臓における
抗生物質の残留に及ぼす投薬用飼料の影響

渡辺研一＊1・堀田卓朗＊2・飯田貴次＊3

Influence of Medicated Food on Residues of Antibiotics in 
the Muscles and Livers of Purplish Amberjack Seriola dumerili and 

Ocellate Puffer Takifugu rubripes

Ken-ichi WATANABE, Takurou HOTTA and Takaji IIDA

Purplish amberjack Seriola dumerili and ocellate puffer Takifugu rubripes were fed dry pellet, moist 
pellet, or raw fish containing 50 mg/kg (body weight, BW) /day of oxytetracycline hydrochloride (OTC) 
for 7 days solid or erythromycin (EM) for 5 days solid. Subsequently, the same feeds containing no 
antibiotics were fed to these fishes for the next 30 days. The muscles and livers of these fishes were 
individually sampled and stored at －80℃ until analysis. Sampling was conducted on the following days: 
the day before medication and 1, 11, 21, and 31 days after the last medication. Residues of the antibiotics in 
these specimens were analyzed by highperformance liquid chromatography. The type of food had no 
influence on the residues of the antibiotics in both species of fish.
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　水産用医薬品の製造については，その有効性，安全
性，残留性等の試験結果に基づき，薬事・食品衛生審議
会が用法・用量，休薬期間等を十分審査して承認されて
いる。
　特に最近は，食品の安全性に対する消費者の要求が高
まってきており，安全な水産物を消費者に供給する観点
から，水産用医薬品の残留性に対して影響を与える要因
について，基礎的な知見を常日頃より収集しておく必要
があると考えられる。
　また，平成 17年度に開催された薬事・食品衛生審議
会の審議において，養魚用飼料の種類・形態の違いが抗
生物質の残留性に影響を与える可能性が示唆され，これ
らに関する知見の収集が今後の課題との認識がなされて

いる。
　そこで本報告では，安全な水産物を消費者に供給する
観点から，養魚用飼料の種類・形態の違いが抗生物質の
残留性に与える影響の有無を検証し，さらに水産用医薬
品の製造承認の審査の際，残留性をみる上で必要な基礎
資料を得ることを目的とした。
　本報は，農林水産省消費・安全局長が，独立行政法人
水産総合研究センター理事長に委託して実施した試験結
果をとりまとめたものである。

材料と方法

試験の実施　本飼育試験の実施にあたっては，農林水産

資　　料
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省生産局畜産部衛生課薬事室長が，㈳日本動物薬事協会
理事長に対して平成 12年 3月 31日に通知（12-33）し
た「動物用医薬品関係事務の取扱いについて（以下，
「通達」という）」の「残留性試験」に規定される点に留
意した。
対象抗生物質　対象となる抗生物質を，スズキ目魚類の
細菌性疾病およびフグ目魚類のビブリオ病の治療の目的
で承認されている塩酸オキシテトラサイクリン（以下
OTC）とスズキ目魚類のレンサ球菌症の治療の目的で承
認されているエリスロマイシン（EM）とした。本試験
は残留期間の長い抗生物質で実施することが望まれる。
これらは，現在スズキ目魚類に承認されている抗生物質
の中で最も長い休薬期間として承認されており，抗生物
質の残留期間が長いことが予想される。EMはフグ目に
は承認がないが，スズキ目で最も休薬期間が長いことか
ら，フグ目においても残留期間が長いことが予想された
ため，試験することとした。
対象魚種　渡辺ら 1，2）は，スズキ目魚類 18種に OTCと
アルキルトリメチルアンモニウムカルシウムオキシテト
ラサイクリンを経口投与し，オキシテトラサイクリンの
筋肉における残留状況を調査した。その結果を基に，投
薬後の筋肉におけるオキシテトラサイクリンの残留濃度
を用いてクラスター分析したところ，調査した 18種の
スズキ目魚類は，大きく 4つのグループに分けられるこ
とが分かった 3）。本報告の目的は，投薬用の飼料が抗生
物質の残留に及ぼす影響を調査することにあるため，最
もオキシテトラサイクリンが残留しやすかったグループ
に属するカンパチ Seriola dumeriliを対象に試験を行っ
た。また，平成 17年度に開催された薬事・食品衛生審
議会においては，フグ目魚類に使用する水産用医薬品の
承認審査の際に，投薬用飼料の種類・形態の違いが水産
用医薬品の残留性に影響を与える可能性が示唆されてお
り，フグ目魚類の代表種であるトラフグ Takifugu 

rubripesを対象に試験を行った。
試験実施場所と魚種　飼育試験は，養殖研究所上浦栽培
技術開発センター古満目分場で行った。通達では「2カ
所で残留性試験を実施すること」とされているが，本試
験では 1魚種について 1カ所で実施した。
供試魚の由来　カンパチについては天然種苗を養殖した
2歳魚，トラフグについては人工生産した当歳魚を用い
た。通達では「1ヵ月以上抗菌性物質等試験に影響のあ
る物質を投与していないものを用いることが望ましい」
とされているため，被検薬の投薬歴がないものを選択し
た。
試験水槽　通達では「室内水槽，野外の池，いけす等の
いずれでもよい」とされているため，魚種や大きさを考
慮して，カンパチでは海上小割網を，トラフグでは陸上
水槽を用いて試験を行った。
試験魚の収容　被検薬の投与 1週間程度以前から試験水
槽ないしは小割網に試験魚を収容し，試験水槽に馴致し

た。
試験魚の大きさ　通達では「スズキ目，フグ目魚類は筋
肉（皮膚を含まない）を採取する」，「筋肉とは，魚体の
左側第一背ビレ基部で側線より上の血合い肉を含めた筋
肉とする」とされている。この通達にしたがって分析用
サンプルを採取することとし，無理なく採取可能な大き
さを用いることに留意した。
試験実施時期　通達では 「スズキ目， フグ目魚類は 18～
24℃で残留性試験を行う」とされている。そこで，予想
される水温と試験魚の大きさを考慮して，成長に併せて
設定することに留意した。
給餌する餌の種類　現在，配合飼料（以下配合），モイ
ストペレット（以下MP）および生餌が養魚用飼料とし
て主に使用されているため，これら 3形態の飼料を用い
た。配合には，いずれの魚種も魚の大きさに合わせて市
販の配合を適宜用いた。MPは，いずれの魚種も市販の
モイスト用マッシュに生餌（オキアミ，アミ，イカナ
ゴ，イカ等）を製品の使用法に従って等量となるように
混合し，チョッパーを用いて混合，成形して凍結保存
し，給餌前に解凍して用いた。生餌は，カンパチでは冷
凍のイカナゴおよびイカを，トラフグではオキアミおよ
びイカナゴを給餌前に解凍して用いた。いずれの魚種
も，本試験実施前は配合飼料を給餌して飼育していたた
め，試験水槽に収容後，1週間以上試験飼料に馴致し，
馴致が終了したと判断された時点から投薬を開始した。
投薬法と投薬期間　通達では「投与経路は原則として臨
床適用経路」とされている。スズキ目の OTC，EMおよ
びフグ目の OTCは経口投与とされているため，飼料に
被検薬を添加して給餌した。試験開始前は，被検薬を含
まない飼料を給餌した。通達では「投与期間は臨床適用
の最長投与期間」とされている。投薬期間は，EMの使
用法で「5日間」とされているため，5日間とした。
OTCは「週余に渡る投与はしない」と定められている
ため 7日間とした。その後，設定した休薬期間の間，被
検薬を含まない飼料を給餌した。
給餌法　被検薬を含む飼料の投与期間は，毎日手撒きで
全ての供試魚に均等に飼料が行き渡るように給餌した。
被検薬投与の前後も同様に給餌したが，カンパチでは一
般の養殖における給餌間隔である隔日給餌，トラフグで
は平日のみ，もしくは平日と土・日曜日のいずれかを給
餌することとして，週 5～ 6日給餌のスケジュールとし
た。
投薬量　通達では「用量段階は臨床最高適用量を低容量
群とする二段階以上の試験群を設定し，別に対照群を置
く。養殖水産動物にあっては，臨床最高適用量の二倍量
とする。」とされている。本報の目的は，投薬に用いた
飼料の種類・形態の違いにより被検薬の残留量が異なる
かどうかを検証することである。従って，承認されてい
る用法用量に従って投与することとし，いずれの魚種，
被検薬も魚体重 1 kg当たり 50 mg/日となるように投与
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した。
被検薬の投与法　いずれの飼料も適正給餌量の 80％程
度量により，投薬を行った。カンパチの配合では，配合
の 1％量の添着剤を含む総合ビタミン剤を規定量の被検
薬と十分混合した後，さらに配合と十分混合し，配合の
10％程度の水を振りかけて被検薬を配合に添加した後，
給餌した。トラフグの配合では，水に規定量の被検薬を
溶解したものを添加して配合内に吸着されるまで混合
し，フィードオイルでコーティングした後，給餌した。
MPの場合には，いずれの魚種でも混合・成型時に被検
薬を添加して給餌した。生餌の場合には被検薬を餌料と
十分に混合した後，1％量の添着剤を含む総合ビタミン
剤を用いて添着させた後，給餌した。添加する被検薬の
濃度は，魚体重と給餌量から算出して設定した。
飼育中のデータ収集　試験期間中の，水温，給餌量，残
餌量，摂餌状況，死亡状況等について，データを収集
し，記録した。また，試験開始前と採材時に尾叉長また
は体長と体重および肝臓重量を測定し，記録した。
分析用試料の採材　試験水槽より供試魚を無作為に取り
上げ，1試料について 20 g以上を採材した。採材部位は
通達で残留性試験の際の分析部位として指定されている
背部筋肉（皮膚を含まない）とした。また，本報の目的
が養魚用飼料の種類・形態の違いが水産用医薬品の残留
性に与える影響を検証することであるため，医薬品の排
泄を司る肝臓の調査を行うことが目的達成のために合理
的であると考え，肝臓も採取した。1尾で不可能な場合
には複数尾の肝臓を貯えて 20 g以上となるようにした。
その場合にも，3試料となるように採取して分析した。
　一方，養魚用飼料の種類・形態の違いが水産用医薬品
の残留性に与える影響を調査する際に，飼料中における
被検薬の残存状況や，魚に投与する際の均一性が影響を
及ぼす可能性がある。そこで，トラフグに用いた 3種類
の投薬用飼料について採取して分析した。カンパチ用飼
料については，トラフグの場合とほぼ同様に投薬用飼料
を作製しているため，分析を実施しなかった。
試料の保管　採材した試料は，試料ごとにビニール袋に
入れ，魚種，被検薬，投与飼料，試験区，個体番号，採
取年月日，部位，重量等を明記して，-80℃で凍結後，
分析を依頼するまで凍結保存した。
試料の採取時期　通達では「検体の投与終了後に消失期
に入った時点と，組織中に分析対象が検出されなくなっ
た時点と，その間に少なくとも一点の採取時点を設定す
る。」こととされているが，本報の目的が投薬前，投薬
後・休薬期間中の被検薬の残留状況を検証することにあ
るため，投薬前に被検薬の残留がないこと，用法用量に
規定される投薬期間終了時に被検薬が残留しているこ
と，休薬期間中の被検薬の残留状況を確認することであ
る。そこで，投薬開始前，投薬期間終了の，翌日，11
日後，21日後および 31日後に試料を採取した。スズキ
目の OTCおよび EMは休薬期間 30日として承認されて

いる。フグ目の OTCは休薬期間 40日として承認されて
いるが，本報の目的が残留状況を確認することであり，
通常休薬期間は安全期間を設けて設定されることから，
同様に試料を採取した。
試験供試尾数　通達では「検体の消長を明らかにするた
めに必要な数とする」，「1採取時点における採取尾数が
5尾以上とする」とされている。本事業においては，前
述の通り 2被検薬，2魚種，3形態の飼料で飼育試験を
実施する上，残留状況を経時的に把握する目的から 5点
で採材し，さらに筋肉と肝臓を分析するため，試料数が
非常に多くなる。そこで，1点当たり 3試料を採材する
こととした。したがって本試験では，1試験区あたり 15

尾を用いることになる。試験期間中の事故等による死亡
や肝臓重量が軽いため余分に用いる場合を勘案し，安全
係数を 2としたため 1試験区 30尾を供試することを基
本としたが，試験水槽の大きさや対象種の大きさおよび
摂餌状況等を勘案して適宜増減した。
分析の依頼　一連の試験終了後，－ 80℃で凍結保存し
ていた試料を財団法人日本食品分析センターにドライア
イスを同封して送付し，被検薬の残留状況の分析を依頼
した。
分析方法　通達では「分析は相当の感度，精度および再
現性を有する分析法を確立しておく。この場合における
相当の感度，精度および再現性とは，検出限界 0.05 ppm

以下，1～ 2 ppmの添加回収実験における回収率 70％
以上，変動係数（（標準偏差 /平均値）× 100）が 10％
程度のものをいう。」とされている。そこで，相当の感
度，精度および再現性がある，以下の方法で分析を行っ
た。
1.  オキシテトラサイクリン　食品中に残留する農薬，飼
料添加物又は動物用医薬品の成分である物質の試験法
（平成 17年 1月 24付け食安発第 0121001号）のオキ
シテトラサイクリン，クロルテトラサイクリンおよび
テトラサイクリン試験法に準拠して，蛍光検出器付き
高速液体クロマトグラフにより測定した。

2.  エリスロマイシン　齋藤ら 4）の方法に準拠して，
Kocuria rhizophila ATCC 9341を用いた微生物学的試験
法により測定した。

結果と考察

1.  飼育試験　飼育試験結果の概要を表 1に，飼育試験に
おける分析用試料のサンプリング状況を表 2に示す。
カンパチ　試験期間は 2006年 11月 20日から 2007年 1

月 14日までであった。試験期間中に死亡は認められな
かった。OTCを投薬したカンパチでは，試験期間を通
していずれの試験区も摂餌状況に大きな差はなかった。
EMを投薬したカンパチでは，投薬 4日目から終了時ま
でMP区，配合区で摂餌状況が悪くなり，特に配合区で
悪かった。休薬期間に入ると，配合区ではただちに摂餌
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が活発となったが，MP区では活発となる時期が 1週間
程度遅れた。平均水温は OTCを投与した区，EMを投
与した区ともに 19.9℃であり，通達で規定される水温範
囲であった。採材は予定通り行われ，1試料は 1個体の
筋肉と 1～ 2個体の肝臓を採取した。
トラフグ　試験期間は 2006年 10月 31日から 12月 14

日までであった。試験期間中に死亡する個体はなかっ
た。いずれの被検薬においても，試験期間を通して試験
区ごとの摂餌状況に大きな差はなかった。平均水温は
OTC区，EM区ともに 21.5℃であり，通達で規定される
水温範囲であった。サンプリングは予定通り行われ，1
試料は 1個体の筋肉と 1～ 2個体の肝臓を採取した。
2.  被検薬の残留状況に関する分析結果
投薬用飼料　トラフグに投薬した飼料における，被検薬
の設定濃度と実際に使用した飼料における被検薬の分析
結果を表 3に示す。
　OTCでは，すべての飼料で設定濃度とほぼ同等の濃
度で残留していることが示された。また，3試料の分析

結果における変動係数はいずれの飼料でも 1.2～ 8.8％
と通達で望まれている 10％を下回り，均一性が高いも
のと考えられた。
　EMでも，すべての飼料で設定濃度とほぼ同等の濃度
で残留していることが示された。また，3試料の分析結
果における変動係数はいずれの飼料でも 0.0～ 4.7％と
通達で望まれている 10％を下回り，均一性が高いもの
と考えられた。
カンパチ　OTCを投薬した筋肉および肝臓における
OTCの残留状況を図 1，2に示した。投薬前には，いず
れの試験区においても筋肉および肝臓から，OTCは検
出されなかった。投薬終了翌日の筋肉では生餌＞MP＞
配合の順に残留量が多く，肝臓ではMP>生餌＞配合の
順に残留量が多かった。
　筋肉における休薬期間中の残留量は投薬終了翌日と同
様に生餌＞MP＞配合の順に多かった。このことは，筋
肉における休薬期間中の被検薬の残留状況は投薬後の残
留状況と同一であることを示しており，特定の飼料を投

表 1．飼育試験結果の概要

表 2．分析用試料のサンプリング結果の概要
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表 3．トラフグに給餌した飼料ごとの抗生物質含有値 (g/kg)

図 1．塩酸オキシテトラサイクリンを投薬したカンパチの筋肉における投薬用飼料ごとの残留値の推移

図 2．塩酸オキシテトラサイクリンを投薬したカンパチの肝臓における投薬用飼料ごとの残留値の推移
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一定の傾向は見いだせなかった。
　以上のことから，カンパチに OTCを投薬する場合に，
投薬用飼料の種類が OTCの残留に影響を及ぼす可能性
はないものと考えられた。
　EMを投薬したカンパチの筋肉および肝臓における

薬に用いることが被検薬の残留状況に影響を及ぼす可能
性は少ないものと考えられた。
　肝臓における休薬期間中の残留量は，休薬 21日後で
投薬終了翌日と同様にMP>生餌＞配合の順に多かった
が，休薬 11，31日後では生餌＞MP＞配合の順に多く，

図 4．エリスロマイシンを投薬したカンパチの肝臓における投薬用飼料ごとの残留値の推移

図 3．エリスロマイシンを投薬したカンパチの筋肉における投薬用飼料ごとの残留値の推移
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EMの残留状況を図 3，4に示した。投薬前には，いず
れの試験区においても筋肉および肝臓から，EMは検出
されなかった。投薬終了翌日では，筋肉，肝臓ともに生
餌＞MP＞配合の順に残留量が多かった。
　休薬期間の筋肉においては，11日後に生餌区（検出
限界未満～ 0.03）およびMP区（検出限界未満～ 0.10）
で若干の残留が認められたが，21日後以降はいずれの
飼料においても残留は認められなかった。生餌区で若干
の残留が認められた要因は，投薬終了翌日に最も多く残
留したためと考えられる。一般に摂餌量は水分の多寡が
影響して，生餌，MP，配合の順に多いことが知られて
おり，本試験におけるカンパチに OTCを投薬した区の
投薬期間終了後の摂餌量も，この順に多かった。一方
EMを投薬した後の摂餌量は，原因は不明であるものの
生餌，配合，MPの順に多かった。したがって，MP区
で EMが残留した要因として，投薬期間終了後の摂餌の
悪さが影響を及ぼして薬物代謝が不活発となった可能性
が考えられる。
　肝臓における休薬 11日後の EMの残留値は，生餌区
（0.02～ 0.20），MP区（0.02～ 0.99），配合区（検出限
界未満～ 0.05）であった。休薬 21日後以降では，21日
後のMP区で平均 0.1 ppmの残留が認められた他は，い
ずれの試験区においても EMは検出されなかった。これ
らのことは，筋肉の場合と同様の要因によると考えられ
る。
　休薬期間中の同一区内の筋肉と肝臓の残留状況を見る
と，筋肉で検出限界未満となってから肝臓で検出限界未
満となっており，カンパチに EMを投薬すると筋肉中の
被検薬が肝臓に移動し，排泄されることが示唆される。
　以上のことから，カンパチにエリスロマイシンを投薬
する場合に，投薬用飼料の種類が EMの残留に影響を及
ぼす可能性はないものと考えられた。
トラフグ　OTCを投薬したトラフグの筋肉および肝臓
における OTCの残留状況を図 5，6に示した。投薬前に
は，いずれの試験区においても筋肉および肝臓から，
OTCは検出されなかった。投薬終了翌日の筋肉，肝臓
における OTCの残留量は，生餌区＞MP区＞配合区の
順に高い傾向が認められた。表 3に示したように，分析
結果から推定された実際の被検薬の投薬量は，生餌＞
MP＞配合飼料の順であり，投薬終了翌日の筋肉および
肝臓における残留状況と実際の投薬量はパラレルな関係
にあった。
　休薬 11日後の筋肉，肝臓においても，生餌区＞MP

区＞配合区と投薬終了翌日と同様の残留傾向が認められ
た。休薬 21日後の筋肉および肝臓では，配合区ですべ
ての個体から検出されなかったのに対して，MP区では
1試料ずつ，生餌区では 2試料ずつから検出限界に近い
残留が認められた。休薬 31日後には，すべての試験区
でいずれの部位からも残留は認められなかった。同一区
内の筋肉と肝臓における残留状況は非常に似通ってお

り，特に検出されなくなる時期には筋肉で検出されなく
なった試料では肝臓でも検出されなくなった。
　これらの結果から，トラフグに OTCを投薬した場合，
投薬用飼料の種類が OTCの残留に影響を及ぼす可能性
はないと考えられ，筋肉や肝臓における OTCの残留量
には，投薬用飼料の種類よりも投薬された OTCの量が
影響を及ぼすことが窺えた。
　EMを投薬したトラフグの筋肉および肝臓における
EMの残留状況を図 7，8に示した。投薬前には，いず
れの試験区においても筋肉および肝臓から，EMは検出
されなかった。投薬終了翌日の筋肉，肝臓における EM

の残留量は，MP区＞生餌区＞配合区の順に高かった。
表 3に示したように，分析結果から推定された実際の被
検薬の投薬量は，MP＞生餌＞配合飼料の順であり，投
薬後の筋肉および肝臓における残留状況と実際の投薬量
はパラレルな関係にあった。
　休薬 11日後においては，筋肉ではいずれの飼料でも
残留は認められなかった。肝臓では，MP区で若干の残
留が認められたが，他は検出限界以下であった。休薬
21日以降には，すべての試験区でいずれの部位からも
残留は認められなかった。同一区内の筋肉と肝臓におけ
る残留状況を見ると，筋肉で残留が認められなくなった
休薬 11日後にも，肝臓では若干の残留が認められた。
このことは，カンパチと同様に，トラフグに EMを投薬
すると筋肉中の被検薬が肝臓に移動し，排泄されること
を示唆する。
　これらの結果から，トラフグに EMを投薬した場合，
投薬用飼料の種類が EMの残留に影響を及ぼす可能性は
ないと考えられ，筋肉や肝臓における EMの残留量に
は，投薬用飼料の種類よりも投薬された EMの量が影響
を及ぼすことが窺えた。
3. 試験結果の総括　トラフグの結果では，投薬用飼料の
種類により筋肉，肝臓における被検薬の残留量が異な
り，生餌，MP，配合の順に多かった。しかし，飼料中
の被検薬濃度の多寡も同様であり，被検薬の筋肉および
肝臓における残留量と飼料中の濃度とはパラレルの関係
にあった。したがって，投薬用飼料の種類が水産用医薬
品の筋肉および肝臓への残留に影響を与える可能性はな
いものと考えられた。
　カンパチにおいても，投薬用飼料の種類により筋肉，
肝臓における被検薬の残留量が異なった。しかし， OTC

では投薬終了後の残留量が多い飼料ほど休薬期間中の残
留量が多く，EMでも投薬終了後の残留量が多かった生
餌区で残留が認められたことや摂餌が不活発となった
MP区で残留が認められており，投薬用飼料の影響より
もむしろ，これらの要因が影響を及ぼしているものと考
えられ，投薬用飼料の種類が水産用医薬品の残留性に影
響を与える可能性はないものと考えられた。
　したがって，水産用医薬品の製造承認の審査の際，被
検薬の残留性をみるための試験に用いる飼料を指定する



― ―38

図 6．塩酸オキシテトラサイクリンを投薬したトラフグの肝臓における投薬用飼料ごとの残留値の推移

図 5．塩酸オキシテトラサイクリンを投薬したトラフグの筋肉における投薬用飼料ごとの残留値の推移
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図 8．エリスロマイシンを投薬したトラフグの肝臓における投薬用飼料ごとの残留値の推移

図 7．エリスロマイシンを投薬したトラフグの筋肉における投薬用飼料ごとの残留値の推移
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必要はないものと考えられた。
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若手技術者の育成をも頭において，査読と原稿のシェープアップをお願いしました。皆様のおかげ

で，歴代の方々が築き上げてこられた小誌の編集方針とポリシーを守りつつ，栽培漁業等の技術開

発に従事する読者に対して，役に立つ最新の技術開発の成果並びに情報をわかりやすく伝達してこ

られたと思っています。この場を借り，編集委員長として，皆様並びに関係者の方々に深く感謝申

し上げるしだいです。

　小誌は，今回の 35巻 2号を発刊して幕を閉じ，㈳日本水産学会の監修による水研センター編集，

発刊の公刊誌「水産技術」に発展解消することになりましたが，小誌の精神は引き継がれていくも

のと信じております。今後は，「水産技術」を通して，さらなる栽培漁業の発展と人材の育成が遂げ

られることを祈念し，筆を置くことに致します。

平成 20年 3月 31日　

「栽培漁業技術開発研究」の編集を終えて

独立行政法人水産総合研究センター
業務推進部 次長（編集委員長）

福　永　辰　廣



編集委員長
氏　名 所　属　（当　時） 在　任　期　間
大島泰雄 常務理事（日栽協） S46 .10～ S57 .9

須田　明 常務理事（日栽協） S57 .10～ H 3 .9

菅野　尚 常務理事（日栽協） H 3 .10～ H 9 .3

古澤　徹 常務理事（日栽協） H 9 .4 ～ H15 .9

今村茂夫 ()独水産総合研究センター本部栽培漁業部長 H15 .10～ H18 .3

福永辰廣 ()独水産総合研究センター本部業務推進部次長 H18 .4 ～ H20 .3

大学・関係団体の委員
氏　名 所　属　（当　時） 在　任　期　間
大島泰雄 東京大学名誉教授 S57 .10～ H 5 .9（顧問）
平野禮次郎 東京大学名誉教授 H 2 .4 ～ H 7 .3

須田　明 日本鰹鮪漁業協同組合連合会 H 3 .10～ H 9 .3（顧問）
廣瀬慶二 水産庁養殖研究所，中央水産研究所 H 5 .4 ～ H10 .3

北田修一 東京水産大学 H 6 .4 ～ H20 .3

日野明徳 東京大学 H 6 .10～ H20 .3

Marcy Wilder 国際農林水産業研究センター H 9 .4 ～ H19 .3

福所邦彦 水産庁養殖研究所 H10 .4 ～ H13 .3

廣瀬慶二 元日本栽培漁業協会 H17 .4 ～ H20 .3

都道府県の委員
氏　名 所　属　（当　時） 在　任　期　間
勝谷邦夫 岡山県水産試験場 S47 .4 ～ S48 .3

篠岡久夫 香川県水産試験場 S47 .4 ～ S49 .9

佐藤正明 広島県水産試験場 S48 .4 ～ S51 .3

井伊　明 兵庫県水産試験場 S49 .10～ S51 .3

大塚雄二 山口県内海水産試験場 S51 .4 ～ S53 .3

中村和夫 徳島県水産試験場 S51 .10～ S53 .9

浜口　章 兵庫県水産試験場 S53 .4 ～ S55 .3

田村光雄 高知県水産試験場 S53 .10～ S54 .3

生田敬昌 高知県水産試験場 S54 .4 ～ S55 .3

吉田俊一 大阪府水産試験場 S55 .4 ～ S57 .3

翠川忠康 和歌山県水産増殖試験場 S55 .10～ S58 .3

北島　力 長崎県水産試験場 S55 .10～ S57 .9

石田信正 宮城県栽培漁業センター S57 .4 ～ S58 .3

今　　攸 福井県栽培漁業センター S57 .10～ S58 .3

平田　満 熊本県水産試験場 S57 .10～ S60 .9

真岡東雄 茨城県水産試験場 S58 .4 ～ S61 .3

安田　徹 福井県水産試験場 S58 .4 ～ S61 .3

森実庸男 愛媛県水産試験場東予分場 S58 .4 ～ S61 .3

関　政夫 三重県水産技術センター S60 .10～ S62 .3

藤田征作 鹿児島県栽培漁業センター S60 .10～ S62 .3

中本宣典 岩手県栽培漁業センター S61 .4 ～ S62 .3

伏見　徹 広島県水産試験場 S61 .4 ～ H 1 .3

「栽培漁業技術開発研究」歴代編集委員，編集関係者名簿



都道府県の委員（つづき）
氏　名 所　属　（当　時） 在　任　期　間
本尾　洋 京都府立海洋センター S61 .10～ H 1 .9

山本和稔 岩手県北部栽培漁業センター S62 .4 ～ H 2 .3

辻ケ堂諦 三重県栽培漁業センター S62 .4 ～ H 2 .3

椎原久幸 鹿児島県栽培漁業センター S62 .10～ H 1 .3

小島　博 徳島県水産試験場 H 1 .4 ～ H 4 .3

岩田一夫 宮崎県水産試験場 H 1 .4 ～ H 4 .3

小林啓二 鳥取県漁業協同組合連合会 H 1 .10～ H 4 .9

藤崎洸右 愛知県水産試験場尾張分場 H 2 .4 ～ H 5 .3

村上幸一 北海道立釧路水産試験場 H 2 .10～ H 6 .3

山本章造 岡山県水産試験場栽培漁業センター H 4 .4 ～ H 7 .3

平川諒三郎 大分県水産試験場 H 4 .4 ～ H 5 .9

安達二朗 島根県水産試験場鹿島浅海分場 H 4 .10～ H 7 .9

柳瀬良介 静岡県水産試験場伊豆分場 H 5 .4 ～ H 8 .3

高野　傑 大分県水産試験場 H 5 .10～ H 7 .3

菅野溥記 青森県水産増殖センター H 6 .4 ～ H 7 .3

福士正道 青森県水産増殖センター H 7 .4 ～ H 9 .3

吉松定昭 香川県水産試験場 H 7 .4 ～ H10 .3

石田雅俊 福岡県水産海洋技術センター豊前海研究所 H 7 .4 ～ H10 .3

杉山秀樹 秋田県水産振興センター H 7 .10～ H11 .3

今井利為 神奈川県水産課 H 8 .4 ～ H 9 .9

小野　剛 福島県水産試験場 H 9 .4 ～ H12 .3

中村良成 神奈川県水産総合研究所 H 9 .10～ H11 .3

竹内照文 和歌山県農林水産総合技術センター水産増殖試験場 H10 .4 ～ H13 .3

野口弘三 佐賀県玄海水産振興センター H10 .4 ～ H13 .3

二平　章 茨城県水産試験場 H12 .4 ～ H15 .3

鎌田　稔 山形県水産試験場 H12 .4 ～ H17 .3

鳥羽光晴 千葉県水産研究センター富津研究所 H12 .4 ～ H17 .3

桧山節久 山口県水産研究センター内海研究部 H13 .4 ～ H15 .3

村越正慶 沖縄県栽培漁業センター H13 .4 ～ H17 .3

井ノ口伸幸 岩手県水産技術センター H15 .4 ～ H16 .9

桃山和夫 山口県水産研究センター内海研究部 H15 .4 ～ H18 .9

石川　豊 岩手県水産技術センター H16 .10～ H19 .3

中島博司 三重県科学技術振興センター H17 .4 ～ H20 .3

加藤和範 新潟県水産海洋研究所 H17 .4 ～ H19 .3

池田義弘 長崎県総合水産試験場 H17 .4 ～ H20 .3

島本信夫 兵庫県農林水産技術総合センター但馬水産技術センター H18 .10～ H19 .3

小坂善信 青森県水産総合研究センター増養殖研究所 H19 .4 ～ H20 .3

鈴木康仁 福井県栽培漁業センター H19 .4 ～ H20 .3

上田幸男 徳島県農林水産総合技術支援センター H19 .4 ～ H20 .3



職員から選出された委員（旧日本栽培漁業協会）
氏　名 所　属　（当　時） 在　任　期　間
長谷川泉 玉野 S46 .10～ S49 .9

水田洋之介 玉野 S46 .10～ S51 .3

S55 .4 ～ S57 .3

今泉圭之輔 上浦，玉野 S46 .10～ S57 .9

古澤　徹 玉野 S47 .4 ～ S52 .9

松永　繁 屋島，伯方島 S48 .4 ～ S53 .9

今村茂生 屋島，伯方島 S51 .4 ～ S58 .3

米田博貴 上浦 S52 .10～ S57 .9

松永　繁 宮古 S55 .4 ～ S58 .3

本部 H9 .4 ～ H10 .3

松岡玳良 企画調査室 S57 .4 ～ H4 .9

北田修一 企画調査室 S57 .4 ～ H6 .3（幹事）
待場　純 企画調査室 S57 .4 ～ S58 .3（幹事）
福永辰廣 屋島 S57 .10～ S61 .3

加畑裕康 厚岸 S58 .4 ～ S62 .3

岡　雅一 企画調査室 S58 .4 ～ S60 .9（幹事）
山崎哲男 志布志 S61 .4 ～ H1 .3

岩本　浩 小浜 S62 .4 ～ H2 .3

服部圭太 企画調査室 S63 .10～ H5 .3（幹事）
大槻觀三 屋島 H 1 .4 ～ H4 .3

石橋矩久 八重山 H 2 .4 ～ H5 .3

丸山敬悟 五島 H 4 .4 ～ H7 .3

早乙女浩一 企画調査室 H 5 .4 ～ H12 .3（幹事）
古澤　徹 技術部 H 5 .10～ H9 .3

今村茂生 技術部 H 6 .10～ H10 .3

有元　操 上浦 H 7 .4 ～ H10 .3

須田　明 技術アドバイザー H 9 .4 ～ H15 .9（顧問）
有瀧真人 宮古 H 9 .10～ H13 .3

浜崎活幸 八重山 H 10.4 ～ H13 .3

廣瀬慶二 参与 H 10.4 ～ H16 .3（幹事・顧問）
野上欣也 企画調査室 H 12.4 ～ H15 .9（幹事）
虫明敬一 五島 H 13.4 ～ H17 .3

奥村重信 屋島 H 13.4 ～ H18 .3

職員から選出された委員（独立行政法人水産総合研究センター）
氏　名 所　属　（当　時） 在　任　期　間
石岡宏子 ()独水産総合研究センター養殖研究所 H13 .4 ～ H14 .3

奥澤公一 ()独水産総合研究センター養殖研究所 H14 .4 ～ H15 .9

田中秀樹 ()独水産総合研究センター養殖研究所 H17 .4 ～ H20 .3

西岡豊弘 ()独水産総合研究センター上浦栽培漁業センター H17 .4 ～ H20 .3

渡邉研一 ()独水産総合研究センター上浦栽培技術開発センター古満目分場 H18 .4 ～ H20 .3

虫明敬一 ()独水産総合研究センター本部 H17 .4 ～ H18 .3（幹事）
岡　雅一 ()独水産総合研究センター本部 H18 .4 ～ H19 .3（幹事）
鴨志田正晃 ()独水産総合研究センター本部 H19 .4 ～ H20 .3（幹事）



第 31巻　第 1号（2003年 9月刊行）
報文　クエ卵巣内に残留した卵塊の摘出と成熟への影響………………堀田卓朗　今泉　均　河野一利　山崎哲男　 1

報文　養成環境下におけるズワイガニ雌ガニの産卵とふ化………………………………………森田哲男　野上欣也　 5

報文　カンパチ種苗生産方法の改良……………………………………………………塩澤　聡　竹内宏行　廣川　潤　11

報文　量産飼育におけるビタミン B1強化によるサワラ稚魚の大量死亡の防除 ………………山崎英樹　藤本　宏　19

報文　瀬戸内海東部海域における放流クルマエビの移動と成長
　　　　　………………………………………谷田圭亮　池脇義弘　青山英一郎　奥山芳生　野坂元道　藤原宗弘　25

報文　瀬戸内海東部海域におけるクルマエビの放流効果
　　　　　………………………………………谷田圭亮　池脇義弘　青山英一郎　奥山芳生　野坂元道　藤原宗弘　31

第 32巻　第 1号（2005年 1月刊行）
報文　ワムシの増殖と生産コストに及ぼす連続給餌の効果……………小磯雅彦　友田　努　桑田　博　日野明徳　 1

報文　オニオコゼ仔稚魚飼育における大量斃死軽減のための 2, 3の試み……………………清川智之　佐々木　正　 5

報文　種苗生産過程の海産魚介類における疾病発生状況（1994～ 1999）……鴨志田正晃　高橋　誠　水田洋之介　15

報文　瀬戸内海東部海域におけるサワラ標識放流結果　I　
　　　移動回遊について………………………………………竹森弘征　坂本　久　植田　豊　山崎英樹　岩本明雄　25

報文　瀬戸内海東部海域におけるサワラ 0歳魚の成長……竹森弘征　坂本　久　植田　豊　山崎英樹　岩本明雄　35

第 33巻　第 1号（2005年 8月刊行）
報文　養成環境下におけるズワイガニ雌ガニの生残，産卵，ふ化に及ぼす水温の影響および
　　　ふ化幼生の質の判定の試み…………………………………………………………………………………森田哲男　 1

報文　アサリ稚貝の成長および粗成長効率と水温の関係…………………………………………小林　豊　鳥羽光晴　 9

報文　瀬戸内海東部海域におけるサワラ標識放流結果　Ⅲ　
　　　当歳魚の資源尾数および再捕率について…………………………竹森弘征　坂本　久　山崎英樹　岩本明雄　15

報文　北海道日本海寿都海域で標識放流されたクロソイ人工種苗の再捕結果
　　　　　………………………………………………………………………………佐々木正義　滝山修市　西内修一　21

報文　クルマエビの放流効果　現状と課題…………………………………………………………浜崎活幸　北田修一　27

報文　アワビ類の漁獲変動：エゾアワビの漁獲量と気候変動および種苗放流の関連について
　　　　　…………………………………………………………………中村　藍　北田修一　浜崎活幸　大河内裕之　45

栽培漁業技術開発研究 総目次（第 31巻第 1号～第 35 巻第 2号）
　栽培漁業技術開発研究は本号（第 35巻第 2号）をもちまして発行を終了させていただきます。なお，平成 20年度
より，社団法人日本水産学会監修のもと査読付き公刊「水産技術」が刊行されます。そこで，本誌「栽培漁業技術開
発研究」では，第 31巻第 1号～第 35巻第 2号の掲載論文の総目次を編集し，本号に一括して掲載することに致しま
した（第 1巻第 1号～第 22巻第 2号までは第 22巻第 2号に，第 23巻第 1号～第 30巻第 2号までは第 31巻第 1号
にそれぞれ掲載）。今後の研究および技術開発にお役立ていただければ幸いです。



第 33巻　第 2号（2006年 3月刊行）
報文　コブシメ卵のふ化水槽およびふ化イカ収集装置……………………………………………岡　雅一　手塚信弘　55

報文　サワラの種苗生産単価の試算……………岩本明雄　山崎英樹　藤本　宏　奥村重信　山本義久　小畑泰弘　61

報文　閉鎖循環システムを用いたマダイの種苗生産………………………………鴨志田正晃　山崎英樹　山本義久　67

報文　ブリおよびヒラマサの種苗生産過程におけるウイルス性腹水症の疫学調査
　　　　　…………………………………………西岡豊弘　塩澤　聡　小金隆之　小磯雅彦　虫明敬一　有元　操　77

報文　サワラの初期発育過程………………………………………………………………………………………松岡正信　85

報文　瀬戸内海燧灘にみられた越冬期の抱卵ガザミについて…………………………………………………渡辺昭生　89

資料　スズキ目魚類に投薬した塩酸オキシテトラサイクリンと
　　　アルキルトリメチルアンモニウムカルシウムオキシテトラサイクリンの筋肉における残留状況
　　　　　……………………………渡辺研一　島　康洋　芦立昌一　西岡豊弘　佐藤　純　堀田卓朗　飯田貴次　93

第 34巻　第 1号（2006年 10月刊行）
報文　岩手県沿岸におけるマツカワ標識放流試験について……………………………………佐々木律子　中井一広　 1

報文　放流海域に回帰したサワラ人工 1歳魚の性比と成熟状況…………………………………山崎英樹　藤本　宏　 7

報文　南伊豆海域におけるイセエビのプエルルス採集量の変化と黒潮流路との関係
　　　　　………………………………………………………………………………成生正彦　山田博一　長谷川雅俊　13

報文　南伊豆海域に来遊したイセエビ幼生の漁獲への加入状況…………………山田博一　長谷川雅俊　成生正彦　33

報文　トラフグ放流効果調査におけるイラストマー標識の適用
　　　　　…………………………………………………田中寿臣　中西尚文　阿知波英明　町田雅春　大河内裕之　43

報文　トラフグの長期飼育試験から推定したイラストマー標識の脱落率とその補正法
　　　　　…………大河内裕之　町田雅春　田中寿臣　小泉康二　阿知波英明　甲斐正信　中西尚文　中島博司　53

報文　低水温がイワガキの生残に及ぼす影響について……………………………野呂忠勝　武蔵達也　井ノ口伸幸　59
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［投稿の資格］
　投稿者は，栽培漁業に関する技術開発および研究に従
事するものとする。ただし，編集委員長が特に認めた場
合についてはこの限りではない。

［投稿原稿の種類］
　報文は原著論文及び総説，短報，資料とする。
　短報・資料は，論文としてまとまらないが，限られた
部分に関する実験結果や，新しい手法など情報として価
値があるものや，栽培漁業技術の発展に寄与すると考え
られる技術情報等とする。

［投 稿 原 稿］
1. 投稿原稿は和文とする。
2. 投稿原稿は別に定める「原稿の書き方」にしたが
って作成する。

3. 投稿原稿は，表題，著者名，所属および所在地，
英文表題，英文著者名，英文要旨のあとに，本
文，文献，表，図・写真，和文要旨の順に綴る。

4. 原則として，同一著者の同一シリーズの論文は 1

号につき 1編を掲載する。

［投稿の方法］
1. 原稿を投稿する場合には，以下の印刷物の原本
（各 1部）および原稿を保存した電子媒体を編集
事務局宛て送付する。電子媒体での送付が不可能
な場合には，原稿の原本 1部と写し（コピー）2
部および投稿用紙 1部を事務局あて郵送するもの
とする。

(1) 所定の様式にしたがって作成した原稿
(2) 投稿用紙（用紙は事務局あて請求するか，水産総
合研究センターのホームページからダウンロード
のこと http://ncse.fra.affrc.go.jp/03kankou/03index. 

html）
2. 電子メールを使った投稿を行う場合には，次頁
「栽培漁業技術開発研究　原稿の書き方」の［電
子メールを使った原稿の提出方法］に従って原稿
を送付する。

［投稿原稿の取り扱い］
　投稿された原稿は，編集委員会において審査する。内
容について再検討を要すると判断された原稿は，コメン
トを付して著者に返送し，修正を求めることがある。

［著 者 校 正］
　誤植防止のため，校正は原則として著者が行う。校正
では原則として印刷所のミスによる誤り以外の訂正，変
更をしてはならない。

［別　　　刷］
　著者が別刷を希望する場合は，著者の実費負担にて印
刷する。

［写　　　真］
　掲載する写真は原則としてモノクロームとする。著者
の希望により編集委員長が認めた場合にはカラー印刷を
可とする。

［刊　　　行］
　「栽培漁業技術開発研究」は， 原則として年 2回， 4月
および 10月に刊行するとともに，電子ファイルにて水
研センターのホームページに掲載する。
　本誌掲載文の著作権は，水研センターに帰属する。

［投稿要領の変更］
　本要領は栽培技研編集委員会の承認により変更するこ
とができる。

（平成  5年 10月 27日一部改訂）
（平成 13年  6月 18日一部改訂）
（平成 16年  4月  1日一部改訂）
（平成 18年  5月 17日一部改訂）
（平成 19年  5月 11日一部改訂）

栽培漁業技術開発研究　投稿要領
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［原稿用紙］
　原稿は原則としてワードプロセッサー（パソコン）を
用いて作成する。用紙は A4判白紙とし，縦長に置き，上
下左右に各 2 cm以上の十分な余白を設け，35字×25行
の十分に行間を取った横書き形式で， 文字の大きさは 11

あるいは 12ポイント，字体は特に指定する以外は明朝
体 （MS明朝，平成明朝等） で作成する。 手書きの場合に
は，A4版原稿用紙 （400字詰） に明瞭な楷書で横書きと
する。本文，和文・英文要旨，文献には行番号を付し，
全てのページにページ番号を付すこと。

［原稿の長さ］
　原稿の長さは，概ね以下の通りとする。
　　短報：刷り上がり 2頁程度
　　その他の報文：刷り上がり 10頁を限度とする
　ただし，編集委員会が認めた場合，および，編集委員
会が特に依頼した総説等の原稿はその限りではない。

［原稿の構成］
　投稿原稿は，表題，著者名，所属および所在地，英文
表題，英文著者名，英文要旨のあとに，本文，文献，
表，図・写真，和文要旨の順に綴る。

［表　　　題］
1． 表題は，論文内容を適切に表現する簡潔な文と

し，英文表題を添える。
2． 和文表題での生物名は原則として標準和名のみと
し，学名は併記しない。

3． 英文表題での生物名は英名に続けて学名を記入し
イタリックで指定する。

［著　者　名］
　英文著者名はローマ字で書き，名 (first name)，姓
(family name)の順とする。姓の最初の文字はキャピタ
ル，2番目以降の文字はスモールキャピタルで指定する。
　連名の場合，和文著者名では中点「・」で，英文著者
名では「，」と「and」で連ねる。
（例）
ヒラメの成熟に及ぼす水温の影響について
鈴木一郎＊1・山田二郎＊1・田中三郎＊2

Effect of Water Temperature on the Maturation of the 

Flounder Paralichthys olivaceus

Ichiro SUZUKI， Ziro YAMADA， and Saburo TANAKA

栽培漁業技術開発研究　原稿の書き方

［所属および所在地］
　和文著者名の右肩にアスタリスク「＊」 （ただし共著者
のある場合には＊1， ＊2， …） を付けて指定し， 本文第 1

頁の下段に脚注として記載する。第一著者は所属する機
関名とその住所を和文と英文で記載し，第二著者以下に
ついては，所属機関名と住所を和文で記載する。
（例）

＊1 独立行政法人水産総合研究センター　玉野栽培漁業
センター　〒706-0002　岡山県玉野市築港　5-21-1 
(Tamano  S ta t ion， Na t iona l  Cen te r  f o r  S tock  

Enhancement， FRA 5-21-1 Chikko， Tamano， Okayama， 
706-0002 Japan).

＊2 独立行政法人水産総合研究センター　玉野栽培漁業
センター　〒706-0002　岡山県玉野市築港　5-21-1

［要　　　旨］
　要旨は和文と英文を併載する。
　和文要旨は A4版用紙に横書きで作成し，表題，著者
名を含めて 300字以内とする。
　英文要旨は A4版用紙に横書きで作成し，表題，著者
名を除いて 200語以内とする。ただし，著者が英訳を編
集事務局に依頼する場合は，事務局が要旨の英訳を行
う。

［本文の構成］
1． 原著論文の場合，本文の記載は，原則として，ま
えがき， 材料と方法， 結果， 考察， 謝辞， 要約 （必
要な場合），文献の順序に従う。

2． 原著論文以外の報文は，方法，結果，考察など項
目に細分しなくてもよい。

3． 見出しは左寄せで記載しゴシック指定を行う。た
だし，まえがきの見出しはつけない。

4． 材料と方法や結果の項等の小見出しはゴシック指
定を行い， 番号は付けず， 本文は追い込みとする。
さらに細分化した見出しが必要な場合には，番号
を，1.， 2.， …， (1)， (2)， …， 1)， 2)， …　の順に使用
して区分する。A， B， は用いない。番号および小
見出しは並字で記載する。この場合も本文は追い
込みとする。
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（例）
材料と方法

親魚 の飼育　採卵に用いた親魚は，20○○年○月○日
に…

…
1． 餌料　親魚用の餌料としてイカナゴ，イワシ，など
の鮮魚と配合飼料を…

1)　配合飼料　市販の配合飼料を…

［文　　　献］
1． 引用した文献は，引用順に連番号をつける。本文
中では以下の例のように肩付き番号（上付き文字
で指定する）で示し，「田中 (1993) は…」のよう
な引用は行わない。著者が複数の場合，2名まで
は姓を連記し，3名以上の場合には筆頭著者の姓
に「ら」または「et al.」を付けて示す。

2． 外国語の文献を引用する場合は，著者名はキャピ
タル・スモールキャピタルで指定する。

3． 句読点の箇所に引用番号を付ける場合には，句読
点の前に付ける。

（例）
 田中 1， 2)は…，…が知られている 3-6)。
 鈴木ら 7)は…
 GULLAND

 8)は…
4． 文献のリストは，本文の末尾にまとめて引用番号
順に記載する。

5． 雑誌に掲載された論文を引用する場合は，以下の
例に示すように，引用番号，著者名，年，表題，
雑誌名，巻，ページの順に記載する。雑誌名は，
慣用法にしたがって略記する。巻数はゴシックで
指定する。欧文雑誌から引用する場合，雑誌名は
イタリックで指定する。

6． 単行本から引用する場合は，引用番号，著者名，
年，書名，出版所，出版地，ページの順に記載す
る。

7． 文献リストでは，著者が 3名以上の場合でも著者
名は全て記載する。また，同一著者や同一題名が
続く場合にも「－」のように省略しない。

8． 事業報告書等で，著者名が明示されていない文献
から引用する場合には，引用番号，報告県名（機
関名），年，報告書，ページの順に記載する。

（例）
•雑誌の場合
1) 吉村研治・宮本義次・中村俊政 (1992)　濃縮淡水

クロレラ給餌によるワムシの高密度大量培養．栽
培技研，21，1-6.

2) NOGAMI， K.， and M. MAEDA (1992)  Bacteria as 

biocontrol agents for rearing learve of the crab 

Portunus trituberculatus. Can. J. Fish. Aquat. Sci.，

49， 2373-2376.
•単行本（引用箇所が 1カ所の場合）
3) 田中昌一 (1985)　水産資源学総論．恒星社厚生
閣，東京，pp. 181-183.

4) GULLAND， J． A． (1983)　Fish stock assessment． 
Wiley， New York， pp. 83-96.

•単行本（同一の本から複数カ所を引用している場合）
5) 田中義麿・田中　潔 (1980)　科学論文の書き方．
裳華房，東京，365 pp.

6) COCHRAN W．G．(1977)　Sampling techniques．
Wiley， New York， 428 pp. 

• 単行本（複数の論文を集めた本の中の 1編を引用する
場合）
7) 廣瀬慶二 (1992)　最近の成熟・産卵制御法．「海

産魚の産卵・成熟リズム」（廣瀬慶二編），恒星社
厚生閣，東京，pp. 125-137.

8) ALLENDORF， F. W.， and N. RTMAN (1987) Genetic 

management of hatchery stocks. in “Population 

genetics & fishery management” (ed. by N. RYMAN， 
and F. UTTER)， Univ. of Washington Press， Seattle，
pp. 141-160. 

•事業報告書（著者名が明示されていないもの）
9) 茨城県 (1992)　平成 2年度放流技術開発報告書，

太平洋ヒラメ班．茨 21-茨 63.

10) 海洋水産資源開発センター (1992)　平成 2年度沖
合漁場総合整備開発基礎調査，日本海大和推海域
（本文編）． 216 pp.

9． 私信，未発表（投稿中を含む）や学会講演，シン
ポジウム要旨，修士論文などは文献の項には記載
しない。必要なら引用箇所に上付き指定でアスタ
リスク（ ＊ ，  ＊1 ，  ＊2  …）をつけ，脚注とする。

［図・写真・表］
1． 投稿原稿に添付する原図は，そのまま印刷可能な
ものを原則とする。ただし，図の説明や数字，記
号は原図コピーに鉛筆書きしたものでも良い。 

2． 図，写真，表の原稿は，本文とは別葉とし，挿入
箇所を本文原稿中の右の欄に赤字で指定する。

3． 図，写真，表の原稿の大きさは，A4版を超えな
いことを原則とする。刷り上がりの時の大きさ
は，横幅が 16 cmまたは 8 cmとなるので，縮小
率または刷り上がり時の大きさを必ず明記する。

4． 図，写真，表には番号と和文の説明文をつける。
5． 図，写真の番号および説明文は，「図 1.…」，「写
真 1.…」として原図の下部に直接記入する。表の
番号および説明文は，「表 1.…」として表の原稿
の上部に直接記入する。

〰〰〰〰〰

〰〰〰〰〰

〰

〰
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［脚　　　注］
　脚注は，1箇所なら「＊」，複数箇所の場合は連番号
を使用し，「＊1」，「＊2」のように上付きで指定して関
連頁の下段に入れる。

［文　　　字］
1． 下記のとおり赤字で字体の指定を行う。
 イタリック：abcd，abcd   ↘    abcd

 ゴシック　：abcd，abcd   ↘    abcd

 スモールキャピタル：ABCD   ↘    ABCD

 キャピタル：abcd，ABCD   ↘    ABCD

 キャピタル・スモールキャピタル：
 　　　　　　abcd，ABCD   ↘    ABCD

 上付き：m 2 ， m 2   ↘    m2   

 　　　：山田 1) ， 山田 1)   ↘    山田 1) 

 下付き：O 2 ， O 2   ↘    O2

2． 数式の上付き，下付きの記号，およびギリシャ文
字は明瞭に指定する。

　
［生　物　名］
　生物名は標準和名をカタカナで書く。学名を入れる場
合には本文中の初出の箇所に記載し，イタリックで指定
する。原則として命名者名を省略する。

［電子ファイル原稿の提出要領］
1． 提出する電子媒体は，3.5インチフロッピーディ

スクまたは CD-Rディスク等とする。
2． フロッピーディスクはMS-DOSフォーマットと

し，CD-Rディスクは ISO9660フォーマットとす
る。

3． 原 稿 は，Windows あ る い は Macintosh の MS 

Officeや一太郎で投稿することが望ましい（その
他対応ソフトウェアは表 1を参照のこと）。文字
化けなどトラブル時の内容確認のためにテキスト
ファイルも同時に提出すること。どうしても表 1

に掲載したソフトウェアのファイルで投稿できな
い場合はテキストファイルのみを提出すること。

4． 写真などの画像を電子ファイルで入稿する際に
は，必ず別ファイルとすること。また， 300dpi以
上の TIFFか EPSファイルとすること。JPEGも
可能であるが，破壊的圧縮方法であることに留意
すること。また，色再現性を高めるために，オリ
ジナル写真，版下あるいはプリントアウトしたも
のを必ず添付すること。

5． 日本語は全角を，英数字，小数点及び斜線は半角
を使用する。英文要旨や図表に全角特殊記号（÷，
凸，∴，♀，℃，¥，☆，◎，△，→，※，ℓな
ど）を使用しない。

6． 改行マークは文章の段落の区切りのみに便用す
る。

7． スペースキーは英単語などの区切りにだけ使用
し，文献などの字下げには使用しない。

8． 電子媒体を郵送する際には，ラベルに整理番号，
連絡者氏名，原稿の表題，ファイル名，および原
稿作成に使用したソフトウェアを明記する。ラベ
ルが使用できない場合は別紙に明記し，電子媒体
に同封して郵送すること。

9． 電子媒体の郵送に際しては，物理的な破損を防ぐ
ために丈夫なケースで保護すること。

10． 提出する電子ファイルはバックアップコピーをと
り，印刷終了時まで著者の手元に保管する。

表 1．電子ファイル投稿時の推奨ソフトウェア

プラット
フォーム ソフトウェア

Windows MS Office，一太郎，Illustrator

Macintosh MS Office，一太郎，Illustrator

［電子メールを使った原稿の提出方法］
1.  原稿の内容は Portable Document Formatファイル
（以下 PDFファイル）へ変換したものを送付する。
ただし，閲覧パスワードや編集パスワード設定等
の制限は行わないファイルを作成する。

2.  原稿とは，表題（和文・英文），著者名，著者所
属先・所在地，本文，図表，写真，引用文献，謝
辞，英文・和文要旨で構成されるものをいう。

3.  PDFファイル作成時に変換ミスがないか，印刷
可能であるか，確認した上で投稿する。

4.  電子投稿においては，電子メールに添付された
PDFファイルで受付を行うが，何らかの原因で
ファイルの閲覧ができない場合は，印刷物での投
稿に替えることがある。

5.  送付方法は，以下の通りとする。
①　原稿送付先アドレス：giken@ml.affrc.go.jp

②　メール題目（subject）：栽培技研（新規投稿）
③　メール本文には責任著者（編集事務局とのやり
とりを行う著者），連絡先の所在地，電話番号，
メールアドレスを表記する。

④　添付ファイルは投稿用紙，所定の様式に従って
作成した原稿（表題，著者名，著者所属先・所
在地，本文引用文献，謝辞，英文・和文要旨），
図表，写真の 4ファイルで構成する

⑤　各添付ファイルにはファイル名として，著者名
と投稿用紙，原稿，図表，写真を明記すること

  例：清水智仁（投稿用紙）.pdf，清水智仁（原
稿）.pdf

［そ　の　他］
1.  その他の記載様式は，栽培技研の最新号に記載さ
れた論文を参照する。

〰〰 〰〰
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2.  編集事務局より原稿受理の連絡があり次第，著者
は印刷用の最終原稿を作成する。その際字体，写
真・図表の挿入位置およびカラーの指定を原稿へ
明示する。なお，受理前の提出原稿については特
別な場合以外は，字体指定等行わなくてよい。

（平成  5年  4月 14日一部改訂）
（平成  5年 10月 27日一部改訂）
（平成  6年  4月 21日一部改訂）
（平成  8年  4月 22日一部改訂）
（平成 10年 12月 21日一部改訂）
（平成 13年  6月 18日一部改訂）
（平成 16年 ４月 １日一部改訂）
（平成 17年 10月 １日一部改訂）
（平成 18年  5月 17日一部改訂）
（平成 18年 12月  5日一部改訂）
（平成 19年  5月 11日一部改訂）
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瀬戸内海栽培漁業協会が「栽培漁業技術開発研究」を創刊した昭和 47年 3月以来，版を重ねて 36年が過ぎまし
た。小誌の創刊に当たっても，それ以前に刊行されていた「季刊　栽培漁業」を発展的解消し，研究・技術者相互の
研究連絡に役立てるために，栽培漁業の技術開発に役立つと考えられる研究論文や記事が掲載することを目的に新雑
誌（本誌）が作られました。
当時の編集者大島泰雄（瀬戸内海栽培漁業協会常務理事　当時）は小誌の刊行にあたり，「栽培漁業技術に関する研

究業績は正規の刊行物に掲載される報告以外にも，会議の際にプリントとして配布される形で，年にかなりの数量が
蓄積されつつあるのですが，それらの多くが書庫に埋もれたまま有効に利用されずに終わっています。中略　これら
の貴重な参考資料を有効に利用できるようにすることも本誌の重要な役割であると考えられます。」と記しています。
果たして，小誌の重要な役割は果たせてこられたのであろうか？　これまでに，たくさんの若い研究者・技術者

から小誌へ投稿いただきました。初めて科学論文を投稿された雑誌が小誌であった方も多いと思います。
「栽培漁業技術開発研究」におきましても，次の世代の技術開発に資するため発展的解消する時が訪れました。
そして，新たな技術雑誌へと生まれ変わり，新しい技術とヒトを育む所存であります。

（編集事務局）

北田　修一（東京海洋大学）
中島　博司（三重県科学技術振興センター） 
上田　幸男（徳島県立農林水産総合技術支援センター）
池田　義弘（長崎県総合水産試験場種苗量産技術
　　　　　　開発センター）
田中　秀樹（水産総合研究センター養殖研究所）
渡辺　研一（水産総合研究センター養殖研究所）　　　
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